
国際司法裁判所における仮保全措置の目的の展開

―最近の判例の検討を中心として―

酒井 啓亘

はじめに…………………………………………………………………………………４４

１．仮保全措置の目的の内容…………………………………………………………４９

!１ 裁判所の従来からの立場………………………………………………………４９

!２ 最近の判例における目的の拡大傾向…………………………………………５２

!イ 紛争の悪化または拡大の防止………………………………………………５２

!ロ 人権保護及び人道的考慮……………………………………………………５９

２．仮保全措置の目的拡大の背景……………………………………………………６７

!１ 裁判所規程及び裁判所規則の解釈……………………………………………６７

!イ 裁判所規程第４１条１項の内容………………………………………………６７

!ロ １９７８年裁判所規則の改正の意義……………………………………………７１

!２ 付託される紛争の性質と裁判所の対応………………………………………７４

!イ 最近の紛争の特徴と裁判可能性の問題……………………………………７４

!ロ 国連の主要な司法機関としての地位と仮保全措置の意義………………８０

結びにかえて……………………………………………………………………………８９

４３外務省調査月報 ２００１／No．２



はじめに

国際司法裁判所（International Court of Justice: ICJ）規程第４１条１項は次の

ように定める。

裁判所は、事情によって必要と認めるときは、各当事者のそれぞれの権利を保

全するためにとられるべき暫定措置を指示する権限を有する１）。

これはいわゆるICJの仮保全措置制度を規定したものであるが、この制度に関

するICJ規程の条文はこの第４１条のみであり、その中味についてはICJ及びその前

身である常設国際司法裁判所 （Permanent Court of International Justice: PCIJ）

による実行の積み重ねにより徐々に明らかにされてきた。またそうした判例の動

きにつれて、制度上の手続についても、最終的には１９７８年に改正された現行の

ICJ規則第７３条から第７８条にかけて比較的詳しく整備されている２）。従って、仮保

１）英文と仏文のテキストはそれぞれ、“The Court shall have the power to indicate, if it

considers that circumstances so require, any provisional measures which ought to be

taken to preserve the respective rights of either party.”“La Cour a le pouvoir d’in-

diquer, si elle estime que les circonstances l’exigent, quelles mesures conservatoires du

droit de chacun doivent e^tre prises a` title provisoire.”See , S. Rosenne（comp. & ed.）,

Documents on the International Court of Justice, first bilingual ed .,（Martinus Nijhoff,

１９９１）, pp.８０―８１.

２）Voir , G. Guyomar, Commentaire du re`glement de la Cour internationale de Justice,

Adopté le １４ avril １９７８，Interprétation et pratique ,（Éditions A. Pedone, １９８３），pp.

４６８―４９６.

３）こうした観点からの我が国での先駆的業績として、小田滋・杉原高嶺「国際裁判所にお

ける仮保全措置の先例」『国際法外交雑誌』第６７巻６号（１９６９年）７７７―７９１頁、同「国際司

法裁判所における仮保全措置の先例―一九七〇年代―」『国際法外交雑誌』第７８巻６号（１９８０

年）６０４―６２２頁がある。
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全措置に関する制度の精緻化については、他の制度にもまして判例の動向、すな

わち裁判所自身の態度が重要視されているということになる３）。

こうした仮保全措置制度における裁判所の実行の重要性は、実際には以下のよ

うな二つの点において、すなわち一つには、規程第４１条１項にある「事情によっ

て必要と認めるときは」という文言から「事情」という要件内容の確定とその事

実への適用に関する解釈において裁判所の裁量が働くことになるという点で４）、

今一つは、本案管轄権が確定する以前の段階においても裁判所は仮保全措置の要

請を検討し、これを指示する権限を持つという意味で一定の自律性を有する管轄

権を保持することから、国家の同意を最終的に待たずに当該国家の行動を制約し

うる裁量を有するという点で５）、それぞれ裁判所の裁量的権限を広く認める結果

として現れる。いずれの場合も、裁判所がその裁量的権限をいかに行使するかは、

仮保全措置制度の機能をどうみるか、仮保全措置の目的をどうとらえるかという

ことにかかっているということができるであろう。

ところで、ICJは設置以来これまでに３６の仮保全措置に関する命令を発してい

るが、そのうち２５個が８０年以降のものであり、９０年代以降に限っても２２個を数え

４）J. Sztucki, Interim Measures in the Hague Court, An Attempt at a Scrutiny ,（Kluwer，

１９８３）, pp.１０２―１０３．

５）ここには本案に付属した制度でありながら独立した側面を有する仮保全措置制度の特質

が投影されている。高田映「国際司法裁判所の仮保全措置の限界」『東北法学』第８号（１９８４

年）４―５頁。

６）ただし事案は同一だが、当事国の関係から別個の事件として取り上げられているものも

多い。なおICJが仮保全措置に関連してこれまで発した命令には以下の３６件がある。!１ア

ングロ・イラニアン石油会社事件（１９５１年７月５日命令）I.C.J. Reports １９５１, pp. ８６―９５.

!２インターハンデル事件（１９５７年１０月２４日命令）I.C.J. Reports １９５７, pp. １０５―１１２. !３!４漁

業管轄権事件（英国対アイスランド、西独対アイスランド）（１９７２年８月１７日命令）I.C.J.

Reports１９７２, pp.１２―１９; ibid ., pp.３０―３６. !５!６核実験事件（豪対仏、ニュージーランド対

仏）（１９７３年６月２２日命令）I.C.J. Reports１９７３, pp.９９―１０６; ibid ., pp.１３５―１４３. !７!８漁業管

轄権事件（英国対アイスランド、西独対アイスランド）（１９７３年７月１２日命令）I.C.J. Repo -
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るように、近年特に仮保全措置に関する命令が増加している６）。１９２２年から２３年

rts１９７３, pp.３０２―３０４; ibid ., pp.３１３―３１５. !９パキスタン人捕虜の裁判に関する事件（１９７３年

７月１３日命令）I.C.J. Reports １９７３, pp. ３２８―３３１. !１０エーゲ海大陸棚事件（１９７６年９月１１日

命令）I.C.J. Reports 1９７６, pp.３―１４. !１１在テヘラン米外交領事職員事件（１９７９年１２月１５日命

令）I.C.J. Reports１９７９, pp.７―２１. !１２ニカラグア軍事活動事件（１９８４年５月１０日命令）I.C.J.

Reports１９８４, pp.１６９―１８８. !１３国境紛争事件（１９８６年１月１０日命令）I.C.J. Reports１９８６, pp.

３―１２. !１４国境武力行動事件（１９８８年３月３１日命令）I.C.J. Reports１９８８, pp.９―１０. !１５仲裁判

決（１９８９年７月３１日）に関する事件（１９９０年３月２日命令）I.C.J. Reports１９９０, pp.６４―７１.

!１６大ベルト海峡の通航に関する事件（１９９１年７月２９日命令）I.C.J. Reports１９９１, pp.１２―２１.

!１７!１８ロッカービー事件をめぐる１９７１年モントリオール条約の解釈適用に関する事件（リビ

ア対英国、リビア対米国）（１９９２年４月１４日命令）I.C.J. Reports１９９２, pp. ３―１６; ibid ., pp.

１１４―１２８. !１９ジェノサイド条約適用事件（１９９３年４月８日命令）I.C.J. Reports１９９３, pp.３―２５.

!２０ジェノサイド条約適用事件（１９９３年９月１３日命令）I.C.J. Reports １９９３, pp. ３２５―３５０. !２１

核実験事件判決第６３項の再検討要請事件（１９９５年９月２２日命令）I.C.J. Reports１９９５, pp.２８８

―３０８. !２２カメルーンとナイジェリアの間の領土及び海洋境界事件（１９９６年３月１５日命令）I.

C.J. Reports１９９６, pp.１３―２５. !２３ウィーン領事関係条約事件（１９９８年４月９日命令）I.C.J. Re-

ports１９９８, pp.２４８―２５８. !２４ラグラン事件（１９９９年３月３日命令）I.C.J. Reports１９９９, pp.９

―１７. !２５～!３４武力行使の合法性に関する事件（ユーゴー対白、ユーゴー対加、ユーゴー対仏、

ユーゴー対独、ユーゴー対伊、ユーゴー対蘭、ユーゴー対葡、ユーゴー対西、ユーゴー対

英国、ユーゴー対米国）（１９９９年４月２９日命令）!３５コンゴー領域における武力活動事件（コ

ンゴー民主共和国対ウガンダ）（２０００年７月１日命令）!３６２０００年４月１１日の逮捕状事件（コ

ンゴー民主共和国対ベルギー）（２０００年１２月８日命令）

７）PCIJが発した６つの仮保全措置に関する命令は以下の通りである。"イ中国とベルギーの

条約廃棄事件（１９２７年１月８日命令）P.C.I.J., Series A, No. ８, pp. ６―８. "ロホルジョウ工場

（賠償）事件（１９２７年１１月２１日命令）P.C.I.J., Series A, No. １２, pp. ９―１１. "ハ東南部グリー

ンランドの法的地位に関する事件（１９３２年８月３日命令）P.C.I.J., Series A／B, No.４８, pp.

２７７―２８９. "ニプレス公財産管理事件（１９３３年５月１１日命令）P.C.I.J., Series A／B, No.５４, pp.

１５０―１５４. "ホポーランドの農業改良とドイツ系少数者に関する事件（１９３３年７月２９日命令）

P.C.I.J., Series A／B, No.５８, pp.１７５―１７９. "ヘソフィア・ブルガリア電気会社事件（１９３９年１２

月５日命令）P.C.I.J., Series A／B, No.７９, pp.１９４―２００.

４６ 国際司法裁判所における仮保全措置の目的の展開



間に６つの仮保全命令を出したPCIJの場合とは簡単には比較できないが７）、最近

のICJでは命令の数が増加しているという印象を与えることだけは確かである。

しかも最近の事例ではこうした量的な面だけでなく、これまでの事例と異なり、

当事国の一方の側による不出廷がみられないことや８）、当事国双方から仮保全措

置の要請が提出されたこと９）といった手続関係のほか、仮保全措置の指示権限と

本案管轄権との関係や、仮保全命令の法的拘束力など質的な面でも新たな展開が

みられるように思われる１０）。また仮保全制度の目的についても、後に述べるよう

に、裁判所の姿勢の変化が窺われるような判例が近時公表されていることから、

その検討は今後のICJの仮保全措置に関する判例の動向を探る上で有意義なこと

となろう。

本稿は、主として最近の判例を参照しながら、仮保全措置の目的の拡大傾向を

追い、この制度の意義に関する予備的考察を行うものである。その際にはむろん

判例内容の検討を重視しなければならないが、それとともにICJを取り巻く外的

環境の変化にも着目する必要がある。仮保全措置命令が急激に増加した９０年代は、

８）ICJの仮保全段階で被要請国が出廷した事例は、８０年まではインターハンデル事件だけ

であったが、それ以降は逆にすべての事例がこれに当てはまる。なおニカラグア軍事活動

事件で米国は本案段階のみ不出廷であった。I.C.J. Reports１９８６, p.２０, para.１７. また口頭

手続が行われなかった事例として、パキスタン人捕虜の裁判に関する事件、国境武力行動

事件、ラグラン事件がある。See, I.C.J. Reports１９７３, p.３４８; I.C.J. Reports１９９２, p.２２３; I.

C.J. Reports１９９９, p.１４, para.２１.

９）国境紛争事件はブルキナ・ファソとマリの合意付託によりICJの裁判部に係属し、とも

に仮保全措置を要請するに至った（I.C.J. Reports１９８６, p.４, para.２, p.６, para.６）。ジェノ

サイド条約適用事件では、ボスニアの仮保全措置要請に対してユーゴーがその却下を求め

るとともに、自らは仮保全措置を要請した（I.C.J. Reports１９９３, pp.８―９, para.３, pp.１０―１１,

para.９; ibid ., pp.３３２―３３３, para.６, p.３３４, para.１２）。

１０）仮保全命令ではないが、２００１年６月２７日のラグラン事件判決でICJは初めて、裁判所規

程第４１条に基づく仮保全命令に法的拘束力があることを明示に認めた。See, LaGrand

Case（２７June２００１, Judgment ）, para.１０９.
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東西冷戦の終焉に始まり、地域的民族的紛争の勃発・拡大、人権・民主主義・環

境など共通価値の実現といった問題が国際社会で浮上して、それに対処する国際

機構、とりわけ国連の機能的拡大が注目を浴びた時期でもあった。国際紛争の処

理をその主要な任務とするICJにおいても、その対応がこうした事態の変化に影

響を受けていることは推測するに難くない。蓋し、ICJに持ち込まれる紛争の性

質の多様性は裁判所自身がとりうる措置の範囲を規定することになるであろうし、

また国連の主要な司法機関であるICJは国連システムの責任を担う一員としてこ

うした状況に対処することが求められるはずだからである。

先にも述べたように、ICJは仮保全措置に関して幅広い裁量的権限を有してい

るということがいわれてきた。裁判所は法適用における解釈を通じて事案の性質

に応じた柔軟な対応を示すことが可能だが１１）、仮保全措置段階においては、そう

した司法機能上の特質の他に、仮保全措置の本質に由来する制度的特徴を有する

ことからみても、裁判所に広範な裁量的判断が委ねられているとみることは決し

て理由のないことではない。しかし、そのように広範に有すると思われる裁量的

権限にも全く制約がないわけではないこともまた事実である。しかも仮保全措置

に関する権限は例外的な性格にすぎないという指摘もあることから１２）、そうした

権限行使の限界はどこにあるのか、そしてそれを規定する制約要因はいかなるも

のなのかということも問われなければならないであろう。

本稿では、ICJの過去の判例において仮保全措置の目的がどのようにとらえら

れ、特に最近の判例でどのように展開してきたのかを確認し、その展開要因を考

１１）ICJによる国際法規則の解釈問題について、see , S. Torres Bernardes,“Interpretation of

Treaties by International Court of Justice following the Adoptation of the１９６９Vienna

Convention on the Law of Treaties”, in G. Hafner et al .（eds.）, Liber Amicorum Profes-

sor Seidl―Hohenveldern ― in honour of his ８０th birthday ,（Kluwer Law International,

１９９８）, pp.７２１―７４８.

１２）S. Rosenne, The World Court,What It Is and How It Works,５th rev. ed .,（Martinus Ni-

jhoff,１９９４）, p.９８.
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察することにしたい。仮保全機能の役割の内容を特定し、その現代的意義を確認

する作業は別稿で行われる予定であり、本稿はいわばその前提作業として位置づ

けられるものである。

１．仮保全措置の目的の内容

!１ 裁判所の従来からの立場

裁判所が仮保全措置を指示するのは「各当事者のそれぞれの権利を保全するた

め」で、その趣旨は「裁判係属中における事態の進展によって、訴訟の主題をな

す当事国の権利が決定的に侵害されるのを防止し、もって本案判決が実効性を持

ちうるように確保する」ことにあるとされる１３）。これは、本案判決前に当事国が

何らかの行動を行うことで当該判決が無意味なものになってしまわないようにす

るためであり、仮保全措置制度の核心もそこにあるといえる。このようにICJ規

程第４１条の文理解釈からみた場合、「当事者の権利保全」という仮保全措置の目

的は比較的明確であり、ICJの過去の判例もそうした当事者の権利保全をその目

的として措置を指示してきた。

たとえば比較的初期の事例であるアングロ・イラニアン石油会社事件とイン

ターハンデル事件では、上記規定をほぼそのまま述べることで仮保全措置の目的

を表しており１４）、１９７２年の漁業管轄権事件で裁判所は、「規程第４１条に規定され

る仮保全措置を指示する本裁判所の権利（the right of the Court to indicate pro-

visional measures）は、その目的として、本裁判所の決定までの間、各当事者の

それぞれの権利を保全しなければなら（ない）」１５）と述べるに至った。さらに翌年

の核実験事件仮保全措置指示命令においても、措置指示が裁判所の権利ではなく

１３）杉原高嶺『国際司法裁判制度』（有斐閣、１９９６年）２６９頁。

１４）I.C.J. Reports１９５１, p.９３; I.C.J. Reports１９５７, p.１１１.

１５）I.C.J. Reports１９７２, p.１６, para.２１; ibid ., p.３４, para.２２.
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権能（the power）とされている以外はこの定義をそのまま受け継ぎ、それが後

の判例の中でも踏襲されていくことになる１６）。

実はこの点はすでにPCIJ時代の判例でも確認できる。中国とベルギーの条約

の廃棄に関する事件でPCIJは、一般的な定義として、「裁判所規程で定められた

仮保全措置の目的は、裁判所が決定を下すまでの間、それぞれの当事国の権利を

保全することにある」と述べており、これは東南部グリーンランドの法的地位に

関する事件でも繰り返された１７）。さらにポーランドの農業改良とドイツ系少数者

に関する事件で、PCIJは規程第４１条に言及して次のように述べた。「仮保全措置

が事情によって必要とされる場合、その指示要請を認めるため必ず満たされなけ

ればならない本質的条件は、本裁判所に付託された紛争主題を形成する権利を保

護する効果をそうした措置が持つべきであるということである１８）」。

このようにして仮保全措置で保全されることになる「権利」は紛争主題を形成

する権利であることから、ここではそれぞれの当事国が紛争主題をめぐって主張

する権利内容との関係が問題となる１９）。すなわち、当事者の権利保全を仮保全の

１６）I.C.J. Reports１９７３, p.１０３, para.２０. 在テヘラン米外交領事職員事件（I.C.J. Reports１９７９,

p.１９, para.３６.）、ニカラグア軍事活動事件（I.C.J. Reports１９８４, p.１８２, para.３２.）も参照

せよ。

１７）P.C.I.J., Series A, No.８, p.６; P.C.I.J., Series A／B, No.４８, p.２０.

１８）P.C.I.J., Series A／B, No.５８, p.６. 横田喜三郎『国際判例研究Ⅱ』（有斐閣、１９７０年）７２―７４

頁参照。

１９）そうした関係の論理的前提として訴訟主題をなす権利の存在が必要となる。仮保全段階

において当該権利の一応の存在性が争われたのは大ベルト海峡の通航に関する事件におい

てであった。本案判決での権利の合理的見込みを仮保全措置指示の要件とすべきであると

いう見解も示されているが（M.H. Mendelson,“Interim Measures of Protection in the

Cases of Contested Jurisdiction”, B.Y.I.L ., vol. XLIV（１９７２―１９７３）, pp.３１６―３１７.）、裁判所

はこの点につき同命令で明言していない。See , I.C.J. Reports１９９１, p.１７, para.２１. なお、

杉原高嶺「大ベルト海峡の通航事件―仮保全措置の申請―（命令・一九九一年）」『国際法

外交雑誌』第９１巻５号（１９９２年）６３４―６３７頁参照。
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目的というように厳格にとらえた場合、仮保全措置の対象とされるべき権利の範

囲は紛争の主題に関わるものに限定され、従って当該措置は本案判決が下される

までの間そうした権利を保全するのに必要なものに限られるのである。たとえば

１９７２年の漁業管轄権事件命令で裁判所は、アイスランド沿岸５０海里内で自国漁船

が引き続き操業することができるという請求国の主張が本裁判所に付託された紛

争主題の一部であることを認め、「それ故、そうした権利の保全を目的とした仮

保全措置の要請は請求訴状と直接連結している」として、仮保全措置の申請と訴

訟主題の間の直接的な連結性を重視し、仮保全措置を指示している２０）。また逆に

１９９０年の仲裁判決（１９８９年）事件では、訴訟主題が海洋境界画定に関する１９８９年

７月仲裁判決の有効性に関わるものであったのに対して、ギニア・ビサオが要請

した仮保全措置の内容が紛争地域におけるあらゆる行動を控えるよう当事国に求

めるものであったことから、裁判所はこれが訴訟主題との連結性を欠いているこ

とを理由に要請を却下した２１）。なお同時にこの点は、１９９３年４月のジェノサイド

条約適用事件仮保全措置指示命令が示唆しているように、保全されるべき権利の

基礎を提供する管轄権の範囲とも関係してくることになる２２）。

以上のような当事国の権利の保全を仮保全措置の目的とするというICJの立場

は、ごく最近の事件に至るまで一貫して維持されてきた２３）。しかしこのことは、

２０）I.C.J. Reports１９７２, p.１５, para.１４; ibid ., p.３３, para.１４.

２１）I.C.J. Reports１９９０, pp.６９―７０, paras. ２４―２６. 杉原高嶺「仲裁判決（一九八九年）事件―

仮保全措置の申請―（命令・一九九〇年）」『国際法外交雑誌』第９０巻５号（１９９１年）６３８―６３９

頁参照。

２２）ボスニアはユーゴーの軍事活動の即時中止や自らの自衛権の確認などを仮保全措置とし

て要請したが、裁判所は、prima facie に認められる管轄権の根拠がジェノサイド条約であ

ることを理由に、仮保全措置の内容を同条約の範囲内に限定した。I.C.J. Reports １９９３, p.

２０, para.３５.

２３）See, Case Concerning Armed Activities on the Territory of the Congo（１July２０００, Or-

der ）, para.３９.
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仮保全措置の目的を当事国の権利の保全のみに限定するということを必ずしも意

味するわけではない。少なくとも判例上は、それ以外の目的に基づく仮保全措置

指示の可能性を認めているようにも思われる。この点を次に検討してみることに

しよう。

!２ 最近の判例における目的の拡大傾向

"イ 紛争の悪化または拡大の防止

当事国の権利を保全すること以外に、ICJが仮保全措置の目的として判例で取

り上げてきたものに「紛争の悪化または拡大の防止」がある。この点については

PCIJがすでにソフィア・ブルガリア電気会社事件で考慮に入れていたが２４）、ICJ

もその最初の仮保全措置指示命令であるアングロ・イラニアン石油会社事件にお

いてこの目的を認めていたことが確認できる。この事件で裁判所は、イラン並び

に英国政府に対して、その主文第１項で相手方当事国の権利を侵害しかねないよ

うな行動をとらないよう確保することを指示した後、第２項において、「裁判所

に付託された紛争を悪化させもしくは拡大させかねないいかなる種類の行動もと

らないことを確保する」よう指示した２５）。その後もICJは、漁業管轄権事件、核

実験事件、在テヘラン米外交領事職員事件、さらにニカラグア軍事活動事件にお

いてそれぞれこの目的での仮保全措置の指示を行っている。もっとも、アング

ロ・イラニアン石油会社事件を含め、これらの事件では紛争の悪化防止が仮保全

措置の唯一の目的とはされていないことには注意しなければならない。そのいず

２４）P.C.I.J., Series A／B, No.７９, p.１９９. But see , Sir Hersch Lauterpacht, The Development

of International Law by the International Court ,（Grotius,１９８２reprinted）, pp.２５２―２５３.

２５）I.C.J. Reports１９５１, p.９３.

２６）I.C.J. Reports１９７２, p.１７; ibid ., p.３５; I.C.J. Reports１９７３, pp.１０３‐１０４, para.２４, p.１０６;

ibid ., p.１４０, para.２５; I.C.J. Reports１９７９, p.２１; I.C.J. Reports１９８４, p.１８７. See , S. Oda,

“The International Court of Justice Viewed from the Bench（１９７６―１９９３）”, R.C.A.D.I .,

tome２４４（１９９３―VII）, p.７２.
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れにおいても当事者の権利保全という目的とともに紛争悪化防止のための措置が

とられているからである２６）。

では、当事国の権利の保全という目的とは別個に、すなわち紛争の悪化防止を

唯一の目的として裁判所は仮保全措置を指示できるのであろうか。過去の判例を

みると、この問題はPCIJ時代に東南部グリーンランドの法的地位に関する事件

で言及されたものの、確定的な回答は与えられていない２７）。またICJでもエーゲ

海大陸棚事件において論点として提起されたが、当該紛争が国連安保理にも係属

していることを理由にこの点を考察する必要はないとして判断が回避されてい

る２８）。学説もまたこの問題については、紛争の悪化防止を唯一の目的とした仮保

全措置の指示を積極的に認める立場と、これを消極的に解して当事者の権利保全

を重視する立場に分かれて主張されてきた２９）。

１９８０年代半ばまでの判例の動向を見る限り、紛争の悪化防止を唯一の根拠とし

て仮保全措置を指示することができるかどうかは微妙である。しかもエーゲ海大

陸棚事件以降も裁判所は、「各当事国の権利を保全するために必要と認める事情

がある場合にのみ」仮保全措置を指示する権限を行使しうるとしてきた３０）。すな

わち仮保全措置については、当事国の権利を保全する機能を重視し、いわゆる紛

２７）P.C.I.J., Series A／B, No.４８, p.２８４.

２８）I.C.J. Reports１９７６, pp.１２―１３, paras.３６―４２.

２９）前者について、see , A.O. Adede,“The Rule on Interlocutory Injunctions under Domes-

tic Law and Interim Measures of Protection under International Law: Some Critical Dif-

ference”, Syr. J. Int ’l L. & Com ., vol.４（１９７６―１９７７）, pp.２９５―２９６. 後者については、see ,

Sir Gerald Fitzmaurice, The Law and Procedure of the International Court of Justice,

vol. II ,（Cambridge U.P.,１９９３reprinted）, pp.５４６―５４８; L. Gross,“Some Observations on

Provisional Measures”, in Y. Dinstein（ed.）, International Law at a Time of Perplexity,

Essays in Honour of Shabtai Rosenne ,（Martinus Nijhoff,１９８９）, p.３１１.

３０）在テヘラン米外交領事職員事件命令（I.C.J. Reports１９７９, p.７, para.３３.）及びニカラグア

軍事活動事件命令（I.C.J. Reports 1９８４, p.１８０, para.２７.）を参照せよ。
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争の悪化防止をそれとは別個の機能とはみなしてこなかったのである。ところが

近年に至り、このような裁判所規程第４１条の限定的な解釈から離れるような命令

がいくつか出されてきた。

その嚆矢となったのは１９８６年の国境紛争事件仮保全措置指示命令である。この

事件では、当事国であるブルキナ・ファソとマリが１９８３年に両国間の国境画定問

題をICJ規程第２６条２項の特別裁判部に合意付託したが、その後、両国間で武力

衝突が生じたことから、ブルキナ・ファソとマリがともに同裁判部に仮保全措置

の指示を要請していた３１）。特別裁判部は全員一致による仮保全措置指示命令の中

で、証拠収集を阻害するおそれのある行為を控えること、停戦措置の継続、双方

の合意で決定された位置まで軍隊を撤退させることなどを両当事国に指示したが、

注目されるのは、命令主文の最初に、「ブルキナ・ファソ及びマリ両国政府はそ

れぞれ、本裁判部に付託された紛争の悪化ないしは拡大をもたらしかねないよう

な、あるいは本裁判部が与える判決の実現を獲得する相手方当事国の権利を害し

かねないようないかなる行動もとるべきではない」という一文をおいていること

である。しかもこの命令理由の中で同裁判部は、当事国の権利保全が仮保全措置

の目的であるとして従来の解釈を踏襲する一方、「裁判所、それ故あるいは裁判

部は、当事国が提起した仮保全措置指示の要請とは別個に、事情によって必要と

認めるときは、規程第４１条により、紛争の悪化ないしは拡大を防止する目的で仮

保全措置を指示する権限を有する」としている。従ってこうしたことから本件で

裁判部は、権利保全機能とは別に、仮保全措置における紛争悪化防止機能を認め、

３１）ブルキナ・ファソは、両当事国が、!１判決の履行を妨げるようないかなる行為も控える

こと、!２証拠提出を妨げるようないかなる行為も控えること、!３それぞれの請求訴状で主

張した線まで軍隊を撤退させること、!４１９７５年にOAU法律小委員会が採択した線を越えて

行政行為を行わないことを指示するよう裁判部に求め（I.C.J. Reports１９８６, pp.８―９, para.

８.）、マリは、各当事国が、!１本案判決の履行に関する他方当事国の権利を害するような行

為を控えること、!２付託された紛争を悪化させるようないかなる行為も控えることを指示

するよう要請した（ibid ., pp.７―８, para.６.）。
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これを重視する立場をとったことが窺われるのである３２）。

もっとも、国境紛争事件では、事件が両当事国による合意付託であったこと、

両当事国とも紛争の悪化防止に関する仮保全措置の指示を要請したこと、またこ

の命令を発したのが特別裁判部であったことから、その先例性には疑問がないわ

けではない３３）。同事件の命令も実は両当事国の権利保全に主たる目的があり、し

かもこの命令の後に出された１９９２年のロッカービー事件に関する仮保全命令にお

いては、紛争の悪化防止という観点からだけで仮保全措置の指示は可能であると

した意見は少数であったことを理由に、裁判所は依然として紛争防止機能を独立

した仮保全措置指示の根拠とはみなしていないとする見解もある３４）。しかしその

後、裁判所は再び紛争の悪化防止を重視した仮保全措置指示命令を発することに

なった。しかも国境紛争事件と違って、全員法廷に一方的に付託された紛争であ

り、また両当事国がともに仮保全措置を求めたわけではない。１９９６年のカメルー

ンとナイジェリアの間の領土及び海洋境界事件がそれである。

この事件は、１９９６年２月１２日に、カメルーンがナイジェリアとの武力衝突を契

機として、それまで両国間で問題となっていた国境画定紛争をICJに一方的に付

３２）Ibid ., p.９, para.１３, p.１０, para.１８, pp.１２―１３, para．３２．杉原高嶺「国境紛争事件―仮保

全措置の申請―（命令・一九八六年・特別裁判部）」『国際法外交雑誌』第８８巻３号（１９８９

年）３４８頁。

３３）L. Daniele, Le misure cautelari nel processo dinanzi alla Corte internazionale di Gi-

ustizia ,（Dott. A. Giuffre` Editore,１９９３）, p.９３.

３４）H.W.A. Thirlway,“The Indication of Provisional Measures by the International Court

of Justice”, in R. Bernhardt（ed.）, Interim Measures Indicated by International Courts ,

（Springer―Verlag,１９９４）, pp.１５―１６.

３５）カメルーンの要請内容は、!１両当事国の軍隊は、１９９６年２月３日のナイジェリアによる

武力攻撃前に占めていた位置まで撤退すること、!２本裁判所の判決が行われるまで、両当

事国はすべての国境地域におけるあらゆる軍事活動を控えること、!３両当事国は、本件で

の証拠の収集を阻害しかねないようないかなる行為も控えること、であった。I.C.J. Re-

ports１９９６, p.１８, para.２０.
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託したもので、それとともにカメルーンは仮保全措置の指示も同時に申請した３５）。

これに対してナイジェリアはこの仮保全措置が両国の権利を保全するものではな

い旨反論したが、裁判所は、両当事国に対し、戦闘停止や軍隊の撤退、証拠保全、

国連事務総長が派遣を提案した事実調査団への支援のほか、次のような措置を指

示した。すなわち裁判所は全員一致で、「両当事国は、本件において本裁判所が

与える判決に関する相手方当事国の権利を害しかねないような、または本裁判所

に付託された紛争を悪化もしくは拡大させかねないようないかなる行動も、とく

に自国の軍隊によるいかなる行動も行われないことを確保すべきである」という

ことを命令主文中の最初の措置として指示したのである３６）。また裁判所は、その

命令理由において、国境紛争事件仮保全措置指示命令を援用し、特定の権利保全

に関する当事国の要請とは別に、事情が要する場合はいつでも紛争の悪化防止の

観点から仮保全措置を指示しうるとしている３７）。従ってこの命令は、当事者の権

利保全を厳格に適用する立場から離れ、仮保全措置の目的を広く認めていく裁判

所の解釈傾向を反映するとともに３８）、より直接には国境紛争事件の定式化に従

い３９）、紛争の悪化防止を唯一の目的として仮保全措置を指示しうることを通常法

３６）Ibid ., p. ２４, para. ４９. なお、この事件では裁判所が利用できる現地の情報が極めて乏し

かったことのほか（A. Sall,“Actualité des conflits frontaliers en Afrique: L’ordnnance du

１５mars１９９６rendue par la Cour internationale de justice dans le différend frontalier en-

tre le Cameroun et le Nigeria”, R.A.D.I.C ., tome９（１９９７）, pp.１９２―１９３.）、主権国家内の微

妙な領域における軍事活動については、それを禁止することが裁判所には困難であったこ

とが作用して、このような一般的な性格の指示を出すことにより両当事国に自制を求めた

ということも指摘されている。H. Ruiz Fabri et J.―M. Sorel,“Chronique de jurisprudence

de la Cour internationale de Justice（１９９６）”, J.D.I ., tome１２４（１９９７）, pp.８４９―８５０.

３７）I.C.J. Reports１９９６, pp.２２―２３, para.４１.

３８）N.J. Bekong,“International Dispute Settlement: Land and Maritime Boundary between

Cameroon and Nigeria ― Origin of the Dispute and Provisional Measures”, R.A.D.I.C .,

tome９（１９９７）, p.３０５.
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廷が確認したものと評価する見解も示されているのである４０）。

紛争の悪化防止を重視して仮保全措置が命じられた事例としては、その後もコ

ンゴー領域における武力活動に関する事件がある。この事件の命令主文第１項で

裁判所は、両当事国に対して、相手国の権利を侵害するおそれのある行為、もし

くは紛争を悪化ないしは拡大させるような行為を控えるよう指示した４１）。このよ

うな判例の流れをみると、裁判所が、当事国の権利保全とは別個に、紛争の悪化

防止を主たる目的として仮保全措置を指示する可能性を示してきたことは明らか

であろう４２）。ただ仮保全措置の目的に関してはその命令中で当事国の権利保全に

言及がある以上、紛争の悪化防止をその唯一のものとして実際に命令が下された

かどうかはなお慎重な吟味が必要なように思われる４３）。

これまでの判例によれば、裁判所が仮保全措置の目的を当事国の権利保全とす

３９）ナイジェリアが管轄権や受理可能性に関する抗弁を提起した点で国境紛争事件とは異な

る面もあるが、仮保全措置に関する論点と裁判所の対応は類似している。J.G. Merrills,

“The Land and Maritime Boundary Case（Cameroon v. Nigeria）, Order of １５ March

１９９６”, I.C.L.Q ., vol.４６（１９９７）, p.６８０.

４０）国際司法裁判所判例研究会「カメルーンとナイジェリアの国境および海洋境界事件―仮

保全措置の申請―」（吉井淳執筆）『国際法外交雑誌』第９７巻６号（１９９９年）６３５―６３６頁。

４１）この事件ではコンゴー（民）が、自国領内へのウガンダ軍による侵略、それに伴う国際

人道法違反行為や大規模人権侵害などを非難し、ウガンダ軍及びウガンダ市民のコンゴー

領域からの撤退と、被害に対する補償を求めたものであるが、その際、ウガンダ軍の即時

完全撤退や戦闘の中止、天然資源の違法な開発の即時停止などを仮保全措置として指示要

請していた。Case concerning Armed Activities on the Territory of the Congo（１ July

２０００, Order ）, paras.７,１３,４７.

４２）同事件命令では、国境紛争事件命令ではなく、カメルーン対ナイジェリア事件命令が援

用されており、またその主文第１項は、相手方当事国の権利侵害もしくは紛争の悪化に関

わる行為を控えるという点でも後者の事件と同じ立場に立っている。Ibid ., paras.４４,４７.

４３）J. Sztucki,“Case Concerning Land and Maritime Boundary（Cameroon v. Nigeria）:

Provisional Measures, Order of１５March１９９６”, Leiden J.I.L ., vol.１０（１９９７）, pp.３５１―３５２.
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る立場を形式的にせよ維持しつつ、実際には紛争の悪化防止を目的とする措置を

命じることが多くなっていることからみて、後者が唯一の目的となりうるかどう

かという設問自体の妥当性も問題となろう。仮保全措置の目的として紛争の悪化

防止を裁判所が援用するのは、そこで保全されるべき権利が紛争主題に関わるも

のに限られるというICJ規程第４１条の厳格な解釈の緩和をその理由としているよ

うに思われる。そしてその際、裁判所は同時に、それ以外の権利の保全を目的と

した特定の義務を命じるのではなく、国連の主要な司法機関としての立場から紛

争を悪化させる行為を控えるべきという一般的な要請を行うことも目的としてい

るのである。これによれば、仮保全段階で保全されるべき権利の内容が明確には

特定されないままに、後に出される判決の実効性を担保しておくために紛争の悪

化防止が当事国に要求されうるということになろう。さらにいえば、裁判所の判

断形成過程において、後の判決の実効性を担保するという若干抽象的な目的の達

成を求めるだけではなく、より具体的に仮保全措置を必要とする現在の事情から、

措置を指示した場合に侵害される法益とそれにより保護される法益との比較衡量

が行われる余地があることも否定できない。従って、紛争悪化の防止が仮保全措

置の目的であることを認めることにより、実際には、裁判所がそこで考慮した保

全されるべき権利の内容や、相対的に重視されるべきと判断した法益が何であっ

たのかということが問題となるのである４４）。

こうした観点からすると、国境紛争事件、カメルーン対ナイジェリア事件、さ

らにコンゴー領域における武力活動事件が軍事衝突を伴う国際的紛争の性格を有

４４）D.W. Greig,“The Balancing of Interests and Granting of Interim Protection by the In-

ternational Court”, Australian Y.I.L ., vol.１１（１９９１）, p.１２７.

４５）それとともに、前二者の事件で重視されたのが武力衝突下における証拠保全の問題で

あった。Voir , T. Garcia,“Les mesures conservatoires rendues par la Cour internationale

de Justice, le１５mars１９９６, dans le différend frontalier entre le Cameroun et le Nigeria”,

A.F.D.I ., tome XLII（１９９６）, pp.４２２―４２３.
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していたこととともに、そこから生じる人命の損失や人道的被害に裁判所が注目

したであろうことは想像に難くない４５）。武力衝突の中止を紛争の悪化防止の一部

とみなしてこれを仮保全措置の内容とすることは、武力衝突の不存在を「平和」

とみなす伝統的な考え方からみた場合、紛争解決を平和の創出とする見方と論理

的には一貫性を有する４６）。しかしここでは、そうした枠を越えて、人命の保護ま

で仮保全措置の内容に含める現象が見られるということに注目すべきであろう。

しかも仮保全段階におけるそうした人権や人道面での考慮は上記３つの事件だけ

でなく、最近ICJに係属した他の事件でも確認することが可能なのである。

!ロ 人権保護及び人道的考慮

ICJ自体は、その制度上、争訟手続に関する限り国家を当事者とした紛争を取

り扱う司法裁判所であって、個人の請求を受け付ける人権裁判所ではない。もち

ろんこのことは、人権に関する条約に定められた裁判条項に従って当該条約の解

釈・適用に関する締約国間の紛争がICJに付託されることを妨げるものではなく、

またICJ規程第３６条２項の選択条項受諾宣言に基づいて人権侵害に関連する国家

間紛争が付託されることを拒否するものでもない。しかし実際には、裁判所に付

託される紛争の中心主題が人権に関係する慣習国際法や条約規定の違反に直接関

わることはそれほど多くはなかったといわれている４７）。

ところで、人権侵害や人命の危険に直接関わる紛争が裁判所に係属することが

少ない中にあって、他方注目すべきことに、こうした問題が仮保全段階で部分的

に扱われることが最近比較的顕著になっている。特に１９７３年の核実験事件仮保全

４６）この意味での仮保全措置の利用は、紛争の封じ込めが一般的価値として認識され、これ

を考慮すべきであるという考えの確立を反映したものであった。See, J.G. Merrills, “In-

terim Measures of Protection in the Recent Jurisprudence of the International Court of

Justice”, I.C.L.Q ., vol.４４（１９９５）, p.１２２.

４７）R. Higgins,“Remedies and the International Court of Justice: An Introduction”, in M.

D. Evans（ed.）, Remedies in International Law: The Institutional Dilemma ,（Hart Pub-

lishing,１９９８）, p.８.
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措置指示命令は、大気圏内核実験による放射性物質の人体への影響を考慮して、

フランスに対して核実験の回避を求めたとみられることから、この点で画期的な

判例となった４８）。ここでは、これらの事案がその性質上、すなわち保全されるべ

き権利の種類と本案における訴訟主題の関係などから、経験的に以下の三種類に

区分されうることを確認しておきたい。

その第一は、武力紛争下における人命や財産の保護に関連して下された仮保全

措置指示命令の事例である。この点でまず注目されるのは、１９８４年のニカラグア

軍事活動事件仮保全措置指示命令であろう。この事件で原告ニカラグアは提訴と

同時に仮保全措置も申請し、その中で仮保全措置により保全される権利としてニ

カラグアの主権や外国による武力行使を受けない権利のほか、ニカラグア市民の

生命、自由及び安全に対する権利を挙げるとともに、そうした権利がただちに危

機に瀕するという事実を示して、仮保全措置指示のための要件の一つである「緊

急性」の存在を主張したからである４９）。ただし命令ではこの点について裁判所が

明確に判断した部分はなく、ニカラグアの主張を単に記述するにとどまってい

る５０）。しかしその２年後に前述の国境紛争事件で特別裁判部は、係争地内の人及

び財産が、同地域内における両当事国の利益と同様、回復しがたい侵害の重大な

危険にさらされていることを認定した５１）。またカメルーン対ナイジェリア事件命

令は、「本件訴訟で問題となっている権利は、両当事国が領域に対して主張して

４８）なお注目すべきことに、この命令でも当事国双方に紛争の悪化防止が求められており、

その上で特にフランスには原告国領域への放射性物質の影響を引き起こすような核実験は

避けられるべきだとされている。I.C.J. Reports１９７３, p.１０４, para.２７, p.１０６; ibid ., pp.１４０

―１４１, para.２８, p.１４２.

４９）I.C.J. Reports１９８４, p.１８２, para.３２. この仮保全措置指示命令に関する詳細な検討につい

ては、小和田恆「国際司法裁判所判例評釈 ニカラグヮに対する軍事的活動事件―仮保全

措置指示要請―」『国際法外交雑誌』第８３巻６号（１９８５年）６５１―６８３頁がある。

５０）I.C.J. Reports１９８４, p.１８２, para.３２.

５１）I.C.J. Reports１９８６, p.１１, para.２１.
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いる権利であり、これらの権利はまた人にも関わるものである」とした上で、「本

件訴訟の主題である領域では、残念ながら武力行動が行われている」と述べ、領

域とそこで行われている武力活動、そしてそれによる人への影響といった関係を

明確にしている５２）。さらにコンゴー領域における武力活動事件で裁判所は、本案

で問題となる権利はコンゴーの主権や領土保全、資源に対する権利であるとして

国家の権利を強調する一方、人道法規則や人権保護を尊重させるコンゴーの権利

にも言及した後、「コンゴー領域内、特に紛争地域内に存在する人、資産及び資

源が極めて被害を受けやすくなっており」、上記権利が回復しがたい侵害を受け

る重大な危険があると指摘した５３）。このように判例では、本案で問題となる権利

と人命や財産との関係、武力紛争の展開とその戦闘地域内における人命や財産と

の関係が徐々に明らかにされ、仮保全段階で人命や財産の保護の必要性が強調さ

れるようになるとともに、武力衝突の停止といった紛争悪化防止措置とは別個の

カテゴリーとして、人命や財産の保護に関する仮保全措置が指示されるという方

向性が見いだされる５４）。

第二のカテゴリーとして挙げられるのはジェノサイドの問題である。ここでは

ボスニア・ヘルツェゴビナ（以下ではボスニアとする）対ユーゴーのジェノサイ

ド条約適用事件をとりあげるのが適当であろう５５）。１９９３年に裁判所はこの事件に

関して２つの仮保全命令を出した（以下では、１９９３年４月８日命令を第一命令、

同年９月１３日命令を第二命令という）が、最初の仮保全措置指示要請においてボ

５２）I.C.J. Reports１９９６, p.２２, para. ３９. なおこの命令では両国間の武力衝突により戦闘員と

文民の双方に被害が生じていることも認定されている。ibid ., para.３８.

５３）Case concerning Armed Activities on the Territory of the Congo（１ July ２０００, Or-

der ）, paras.４０,４３.

５４）さらにコンゴー領域における武力活動事件で裁判所は、命令主文により、紛争地域内で

の限定を付してはいるものの、「基本的人権及び人道法の適用可能な規定について」完全

な尊重を確保するために必要なあらゆる措置をとるよう両当事国に求めている。ここには

人権と人道性に対する裁判所の考慮を明確に見てとることができる。Ibid ., para.４７（３）.
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スニアが求めた措置の１つに、ユーゴー及びその支援を受けた集団がボスニアの

人々に対して行っていたといわれるジェノサイド行為の即時中止があった。これ

を受けて裁判所は、第一命令において、prima facie に管轄権を有する根拠とし

てジェノサイド条約第９条の裁判条項だけを認め、同条約の範囲内での仮保全措

置を指示した。すなわち、仮保全措置の目的が当事国の権利保全にあること、そ

して仮保全措置は、管轄権の行使にあたって判決の基礎を最終的に形成しうるも

の以外の権利の保全を目的としては指示されるべきでないことを述べた上で、

ジェノサイド条約上の権利について考慮を限定し、結果として同条約第１条の義

務から、裁判所規則第７５条２項に基づく職権により、ユーゴーに対してジェノサ

イド条約の実行防止とそのためにとられるべき具体的措置を指示したのである５６）。

この事件では、ボスニアがユーゴーによるジェノサイド条約違反の認定を本案

請求の１つとして求めていることから、仮保全措置の対象とされた権利と訴訟主

題の関係が比較的明確であるようにみえる。第一のカテゴリーと異なり、ここで

は紛争悪化の防止措置がジェノサイド行為の防止に対する補完的な位置にとど

まっていることもそのことを表しているといえよう５７）。しかし本仮保全措置指示

５５）なおこの事件以前にジェノサイドに関連して要請された仮保全措置をめぐる事件として

は、１９７３年にパキスタンがインドを相手取って提訴したパキスタン人捕虜の裁判に関する

事件がある。この事件では、ジェノサイドを理由として捕虜及び文民の帰還を中断すべき

ではないという仮保全措置の要請がパキスタン側から行われた（I.C.J. Reports １９７３, pp.

３２８―３２９, para. １.）。その後両国間で交渉が進められた結果、裁判所は仮保全措置に関して

緊急性がないと判断して要請を退け、また本件訴えは両国の和解により取り下げられた

（ibid ., p. 3３０，paras．１０―１６; ibid ., pp.３４７―３４８.）。

５６）I.C.J. Reports１９９３, pp.８―９, para. ３, pp.２０―２３, paras. ３４―４６, p.２５, para. ５２, A（１）＆

（２）. なおユーゴーもボスニアに対抗して、停戦合意の遵守やジュネーブ諸条約の尊重など

をボスニアに指示するよう裁判所に仮保全措置を求めたが（ibid ., pp.１０―１１, para.９.）、こ

れらはすべて受け入れられなかった。杉原高嶺「ジェノサイド条約適用事件―仮保全措置

の申請―（命令・一九九三年）」『国際法外交雑誌』第９５巻４号（１９９６年）４６４―４６５頁参照。

６２ 国際司法裁判所における仮保全措置の目的の展開



命令の特徴は、ボスニアの国家としての権利が侵害されることに対する保全機能

が重視されたというよりも、ボスニア国民という国民的集団やムスリムという民

族的宗教的集団の存在そのものが危機に瀕しており、またそうした国民的集団等

の破壊手段として民族浄化が実際に行われているという状況に対処する措置とし

ての意味合いが強いことにある。これは裁判所が過去に強調したように５８）、ジェ

ノサイド条約自体が有する特殊性に起因するものであり、この第一命令の実施を

遵守するように求めた第二命令ではこの点が第一命令と比較してより明瞭となっ

ている。すなわち第二命令では、仮保全措置の目的を当事国に属すると判断され

る権利の保護であるとして一般的に述べた後、ジェノサイド行為の本質的特徴は

国家の消滅ではなく、国民的集団等の意図的破壊であるとして、当該行為の防止

を指示した第一命令にも関わらず、それ以降もボスニア住民の多くの人命が損失

しているということを強調しているのである５９）。このように、裁判所が仮保全段

階で人命の保護を重視したことは明らかであり、これを紛争悪化防止機能の一環

としてではなく、ジェノサイド条約の特殊性から導き出して、この条約上の権利

義務関係の中に位置づけたことこそがここでは注目に値するのである。

第三のカテゴリーは、特定の個人の生命を保護するためにとられた措置である。

１９７９年の在テヘラン米外交領事職員事件では、米国が、イラン国民による在テヘ

５７）カメルーン対ナイジェリア事件やコンゴー領域における武力活動事件では紛争悪化防止

のための措置が最初に指示されたが、本件の場合はそれと異なり、ジェノサイド行為の防

止を指示した命令主文Aに続く主文Bで紛争悪化防止の指示が行われている。I.C.J. Reports

１９９３, p.２５, para.５２.

５８）ジェノサイド条約に対する留保に関する１９５１年勧告的意見で裁判所は、ジェノサイド条

約が「もっぱら人道的かつ文明的な目的のために採択された」としている。I.C.J. Reports

１９５１, p.２３.

５９）I.C.J. Reports１９９３, p.３４２, para.３５, p.３４５, para.４２, pp.３４７―３４８, paras.４９―５３. さらに第

二命令ではユーゴーの国際人道法違反を非難した国連安保理決議を援用しており、人道面

から仮保全措置の指示が考慮されたことをうかがわせている。ibid ., p.３４８, paras.５４―５６.

６３外務省調査月報 ２００１／No．２



ラン米国大使館の不法占拠に関して、イランの国際法違反行為の確認や補償請求

などの本案申立のほか、問題となる権利の保全を求めて仮保全措置を要請した。

その際米国は、１９６１年ウィーン外交関係条約及び１９６３年ウィーン領事関係条約上

の米国自身の権利をその保全の対象とするとともに、生命・自由・保護・安全に

対する米国国民の権利も併せて援用している。これに対して裁判所は、外交・領

事関係条約の規定に沿ったかたちでの仮保全措置指示命令を発したが、本稿に

とって注目されるのは、裁判所がこの命令理由の中で、「この要請の主題となっ

ている事態の継続は、関係する人々を、不自由、苦難、激しい苦痛、そして生命

と健康への危険にさえさらし、従って回復しがたい危害が生じる重大な可能性に

さらしているので」と述べている点である。すなわちここでは、関係する個人へ

の危害と外交・領事関係条約上のイランの義務とを関連づけることで、これら条

約を通して間接的にではあるが、個人の権利、特に生命に対する権利を保護する

意図が作用しているのである６０）。

その後裁判所は、在テヘラン米外交領事職員事件からほぼ２０年後に、今度は主

として生命に対する権利への配慮から仮保全措置を指示することになった。１９９８

年のウィーン領事関係条約事件と１９９９年のラグラン事件における２つの命令がそ

れである６１）。これらの事件は、ウィーン領事関係条約第３６条の解釈をめぐる紛争

であるとともに、同条に違反した手続により国内裁判所で死刑判決を受けたもの

について刑の執行停止をICJが仮保全措置として指示しうるかどうかが問題と

なったという点でも共通している。すなわち、両事件の原告国（パラグアイと独）

はともに、自国民が被告国米国内で権限ある当局に逮捕・拘禁された際、領事関

係条約第３６条１項bに基づいて自国領事機関へのその旨の通報を要請しうること

を告知されず、そのままその後の手続が進み、最終的に死刑判決を受けたことか

ら、米国による領事関係条約違反の確認と、以前の状況への原状回復という救済

６０）I.C.J. Reports１９７９, p.１９, para.３７, p.２０, para.４２.

６１）I.C.J. Reports１９９８, pp.２４８―２５８; I.C.J. Reports１９９９, pp.９―１７.
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を求め、さらにこの救済が実効的に行われるように、問題となっている自国民に

対する死刑執行の停止を仮保全措置として裁判所に指示要請したのである６２）。

裁判所は、両方の事件において、これまでと同様に両当事者の権利保全が仮保

全措置の目的であるという一般的な定式を確認した後、刑の執行は原告側が主張

した権利に回復しがたい侵害を与えるものであることを認め、米国が死刑執行の

停止を確保するためにあらゆる措置をとるように指示した６３）。ここで裁判所は回

復しがたい侵害が与えられるおそれがある権利について明言を避けているが、こ

れに関しては次の点が留意されるべきであろう。

まず第一に、パラグアイと独はともに、それぞれ自らの権利が米国の条約違反

で侵害されたこと主張すると同時に、自国民を外交的に保護する自らの権利の侵

害も主張しているということである６４）。外交的保護の権利の侵害が認められるに

は、領事関係条約第３６条が個人の権利を規定しており、なおかつその侵害があっ

たことが前提とされなければならない。しかし同条が個人の権利を規定するもの

か、そしてそれがさらに人権に関わるものかどうかは別途検討を要するであろう

６２）パラグアイは、!１本事件が係属している間、死刑が執行されないことを確保するため必

要な措置を米国がとること、!２そのようにしてとられた措置の内容とその結果を米国が裁

判所に報告すること、!３裁判所の本案判決に関し、パラグアイの権利を侵害しかねないよ

うないかなる行為もとらないように米国が確保することを仮保全措置として要請し（I.C.J.

Reports１９９８, pp.２５１―２５２, para.９.）、独は、本手続での最終判決までの間、死刑執行が行

われないことを確保するために米国は実施可能なあらゆる措置をとり、かつそのようにと

られたすべての措置を裁判所に報告することを仮保全措置として指示するよう要請した（I.

C.J. Reports１９９９, p.１２, para.９.）。

６３）I.C.J. Reports１９９８, p.２５７, paras.３５―３７, p.２５８, para.４１; I.C.J. Reports 1９９９, pp.１４―１５,

paras.２２―２４, p.１６, para.２９.

６４）パラグアイと独は自由権規約第６条を挙げ、個人の生命の重要性と神聖さは国際法上十

分に確立されているとして、自国民の生命と自由に対し優先的な関心を有することを表明

していた。I.C.J. Reports１９９８, p.２５０, para.５, p.２５１, para.８; I.C.J. Reports１９９９, pp.１０―

１１, para.５, p.１２, para.８.
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し、外交的保護権自体は国家の権利であることから、たとえ人権侵害があったと

しても、仮保全措置で保全されるべき権利は国家自身が有する権利であるという

法的構成は成立しうる６５）。ただ、ここでは外交的保護と人権の関係を捉え直す契

機が含意されているほかに６６）、訴訟主題を形成する権利と仮保全段階で保全され

るべき権利との関係の明確化も求められていることに注目すべきであろう６７）。

第二に、第一の点以上に本稿において留意されるべきは、仮にこれらの事件に

個人の権利が直接関係しておらず、純然たる国家の権利をめぐる紛争が訴訟主題

であったとしても、まさに死刑執行が目前に迫っているという事実、緊急性を帯

びかつ生命の損失という不可逆的結果をもたらしかねない事態そのものが「人道

的理由」に依拠せしめることを実質上可能にし、刑執行の差し止めを求める仮保

６５）領事関係条約での派遣国の利益と当該派遣国国民の利益を区別するという立場として、

see , L.F. Damrosch,“The Justiciability of Paraguay’s Claim of Treaty Violation”, A.J.I.

L ., vol.９２（１９９８）, p.７０１.

６６）この観点から二つの事件では国家の権利と個人の権利が分離不能であることを強調する

見解として、see , M.K. Addo,“Interim Measures of Protection for Rights under the Vi-

enna Convention on Consular Relations”, E.J.I.L ., vol. １０（１９９９）, p. ７２１. See also , H.J.

Richardson Ⅲ,“The Execution of Angel Breard by the United States: Violating an Or-

der of the International Court of Justice”, Temple Int’l & Comp. L.J ., vol.１２（１９９８）, pp.

１２９―１３０; E. Rieter,“Interim Measures by the World Court to Suspend the Execution of

an Individual: the Breard Case”, N.Q.H.R ., vol.４（１９９８）, p.４７７.

６７）裁判所は２００１年６月２７日のラグラン事件判決で、条約の裁判条項に基づき国家が外交的

保護を請求することは妨げられないとした上で、ウィーン領事関係条約第３６条１項は個人

の権利を規定しているとし（ただしこれが人権かどうか判断する必要はないとした）、米

国が同条に基づく独とラグラン兄弟に対する自らの義務に違反したと認定するとともに、

仮保全命令についても回復しがたい侵害が目前にある以上正当であるとして、当該命令に

対する米国の不遵守による義務違反も認めている。LaGrand Case（２７ June ２００１, Judg-

ment ）, paras. ４２,５７,７７―７８,１２８. なおウィーン領事関係条約事件は、仮保全措置指示命令

にも関わらず死刑が執行された後、パラグアイが訴えを取り下げたため、本案段階まで進

まずに総件名簿から削除された（I.C.J. Reports１９９８, pp.４２６―４２７.）。
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全措置が指示されたように見える点である。多数意見ではあまり明らかではない

が、小田裁判官の宣言はこの点を明確に物語るものといえる６８）。本件における特

殊性を考慮した場合、人権一般の問題が仮保全措置の対象となりうるということ

はいえないにしても、裁判所が措置指示に関する決定を判断する過程において、

人命の尊重という人道上の配慮を考慮要因として組み入れていることは決して否

定できないであろう。本来、国家間で生じる法律的紛争の解決を主たる任務とし

て設置されたICJが、紛争解決プロセスの中で、個人の権利、さらには人権及び

人道性を斟酌しているという事実は、ICJの司法機能が、あくまで国家間紛争の

解決という枠内においてではあるが、個人を対象としても作用する可能性を示し

ているという意味からも重視されなければならないのである６９）。

２．仮保全措置の目的拡大の背景

!１ 裁判所規程及び裁判所規則の解釈

"イ 裁判所規程第４１条１項の内容

前章でみてきたように、裁判所の最近の判例では、仮保全措置の目的が当事者

６８）Declaration of Judge Oda, I.C.J. Reports１９９８, p.２６０, para.２; I.C.J. Reports１９９９, p.１８,

para. ２. 小田裁判官はその後ラグラン事件判決に付した反対意見の中で、ウィーン条約上

の国家の権利に関係しないことから仮保全措置を指示した同事件命令に賛成すべきではな

かったと告白しているが、それと同時に、裁判所が仮保全措置を認めるという過ちを犯し

たのも、時間が切迫していたことと人命がかかっていたことからみて無理からぬことで

あったとしている。LaGrand Case (２７ June ２００１, Judgment ）, Dissenting Opinion of

Judge Oda, paras.１５―１７.

６９）なおICJが人権や人道性を視野に入れて判断する事例は、核兵器使用の合法性に関する

事件のように、勧告的意見手続にもみられる。See , I.C.J. Reports １９９６（I）, pp. ２５７―２６１,

paras. ７８―８９. But see also , V.Gowlland―Debbas,“The Right to life and Genocide: The

Court and an International Public Policy”, in L.Boisson de Chazournes & Ph.Sands（eds.）,

International Law, International Court of Justice and Nuclear Weapons（Cambridge U.P.,

１９９９）, pp.３３４―３３７
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の権利保全のみならず、実際には、紛争の悪化防止や人道的考慮に基づく人命の

保護にまで拡大していることが確認される。すなわち、本案判決の実効性を担保

するために当事者の権利保全を目的として指示されてきた仮保全措置が、当事国

の権利内容とは直接結びつかないようなそうした目的にまで拡大しているように

見えるのである。ではこうした仮保全措置の目的の拡大はいかなる要因から生じ

ているのであろうか。その背景を裁判所の実行に基づき検討する前に、そうした

実行の法的根拠を提供する国際文書、具体的には裁判所規程と裁判所規則におけ

る関連条文の推移を簡単に確認しておきたい。先にも見たようにICJ規程第４１条

１項では、仮保全措置を指示する際に「各当事者のそれぞれの権利を保全する」

ことがその目的であると明記されており、仮保全措置の機能そのものが紛争の防

止をその目的として内在化させているとしても、ここでは「当事者の権利保全」

という枠がはめられているからである７０）。そこで、この文言を含め同条はPCIJ規

程第４１条１項とほぼ同一であることから、後者の条文の成立過程を概観してこの

枠を確認しておこう。

PCIJの設置案は国際連盟理事会により設置された法律家諮問委員会でまず審

議されたが７１）、同委員会の起草委員会が作成したPCIJ設置草案第３章第２条bis は、

「紛争原因がすでに行われたかもしくは行われそうな行為からなる場合、裁判所

は、事情によって必要と認めるときは、各当事者のそれぞれの権利を保全するい

かなる措置も（quelles mesures conservatoires du droit de chacun）暫定的にと

られることを指示する権限を有する。……」としており、「当事者の権利保全」

が措置の目的であることを明確にしていた。この条文は１９１４年に米国とフランス

などとの間で締結されたブライアン条約第４条に示唆を得たもので、同条約でも

７０）J.B. Elkind, Interim Protection: A Functional Approach ,（Martinus Nijhoff，１９８１）, pp.

３１,２２８.

７１）法律家諮問委員会の設置経緯とその役割について、牧田幸人『国際司法裁判所の組織原

理』（有信堂、１９８６年）１０７―１１５頁参照。
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明示に「当事者の権利保全」がその目的とされていたのである。これを受けた法

律家諮問委員会も、「紛争がすでに行われた行為、もしくは目前の行為から生じ

る場合、裁判所は、事情によって必要と認めるときは、各当事者のそれぞれの権

利を保全するためにとられるべき暫定措置を示唆する権限を有する。……」とい

う条文を委員会草案第３９条として採択している７２）。その後連盟理事会はこの委員

会案を無修正で採択し、連盟総会もほぼそのままのかたちでPCIJ規程第４１条１

項となる条文を採択したのである７３）。さらにこの条文を継承したICJ規程第４１条

１項もサンフランシスコ会議で議論なく採択された７４）。こうしたPCIJ及びICJ規

程第４１条１項の成立過程をみると、仮保全措置の目的は一貫して「当事者の権利

保全」であるという認識が規程起草者を支配していたようにみえる。

ただ、PCIJ規程の起草過程では「当事者の権利保全」以外の目的を否定して

いるともいえないような事実も見受けられることには注意を要する。たとえば法

律家委員会に提出された国際連盟事務局によるメモランダムには、「裁判所は、

紛争主題に関して、判決がなされるまでの間、現状維持を命じる権限を有する

か？」という質問項目がみられ、そこには中米司法裁判所の設置に関する１９０７年

ワシントン条約第１８条が参考のために援用されていたが、この第１８条は、最終判

７２）Cour Permanente de Justice Internationale, Comité Consultatif de Juristes, Proce`s―ver-

baux des seances du Comité ,１６juin―２４juillet１９２０avec Annexes , pp.５６７―５６８,７３５.

７３）Société des Nations, Cour Permanente de Justice Internationale, Documents au sujet

de mesures prises par le Conseil de la Société des Nations aux termes de l’article １４

du Pacte et de l’adoption par l’Assemblée du Statut de la Cour Permanente , pp.５８,１０３,

１３４,２１９.

７４）Documents of the United Nations Conference on International Organization, San Fran-

cisco,１９４５, vol. XIII（U.N. Information Organization,１９４５）, pp.５９,９６―１０６,１２６―１２７,１７０.

７５）Cour Permanente de Justice Internationale, Comité Consultatif de Juristes, Documents

présentés au Comité et relatifs a` des projets déja` existants pour l’établissement d’une

Cour Permanente de Justice Internationale , p.１０６.
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決までの間の現状維持（the status quo ）と並んで、紛争の悪化防止も仮保全措

置の目的として規定していたのである７５）。当時この質問項目が委員の間で注目さ

れなかったためにこの点に関する議論は深められなかったようだが７６）、PCIJ設置

以前に活動していた中米司法裁判所の実行では同裁判所による仮保全措置の命令

が「紛争の悪化防止」もその目的の一つとして行われていたことからみても７７）、

PCIJにおける仮保全措置制度の導入にあたってはそのような実行も当然参照さ

れたであろう。しかし起草過程からは、PCIJの仮保全措置制度もそうした目的

を当然に含むのか、それともPCIJ規程第４１条の趣旨はその目的を「当事者の権

利保全」に限定するものであったのかが明確ではない。これは、特に「紛争の悪

化防止」が国際社会における裁判所の設置目的の一つであると考えた場合、同じ

く「紛争の悪化防止」を目的とした措置を裁判所が指示することもできるとする

主張にもつながるからである。これを物語るかのように、１９３９年のソフィア・ブ

ルガリア電気会社事件仮保全命令でPCIJが、一般的に紛争を悪化させるような

措置を紛争当事者がとらせてはならないということは国際裁判所で普遍的に認め

られた原則であると述べることができたのはこの文脈においてであるとする見解

も存在するのである７８）。

仮保全措置を指示する究極の目的が本案判決の実効性確保であるとすれば、そ

の実現を危うくさせるような紛争の悪化もまた仮保全措置を指示する一要因とな

りうることは規程第４１条の解釈からみて不可能ではない。しかし問題は、それが

当事者の権利義務関係を必然的に動揺させるものではない場合、あるいは本案で

問題となりうる当事者の権利に影響を及ぼすものではない場合にもなお、「紛争

７６）Sztucki, Interim Measures in the Hague Court , p.２４.

７７）P. Guggenheim,“Les mesures conservatoires dans la procédure arbitrale et judiciare”,

R.C.D.A.I ., tome４０（１９３２―II）, pp.６６２―６７０.

７８）A. Cocatre―Zilgien,“Les mesures conservatoires décidées par le juge ou par l’arbitre

international”, R.G.D.I.P ., tome７０（１９６６）, pp. 2０―２１.
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悪化の防止」をもって仮保全措置を指示する権限が裁判所に与えられていたかと

いうことであり７９）、この点は規程の成立過程からは明らかではないといわざるを

得ない。もちろん規程文言の解釈上、たとえば黙示的権能理論を用いて「紛争の

悪化防止」を唯一の目的とした命令を指示することは可能かもしれないが８０）、そ

れは個別の事案におけるその必要性との関係で決定されるものであろう。

!ロ １９７８年裁判所規則の改正の意義

仮保全措置制度に関する限り、裁判所規程ではPCIJ及びICJを通じて重要な修

正は行われなかったのに対して、ICJ規則の方は仮保全措置に関連する規則の内

容について様々な変化がみられる。１９７８年に採択された現行の裁判所規則では第

７３条から第７８条までが仮保全措置に関する手続規則として規定されているが、本

稿にとって注目されるのはそのうち第７３条２項にみられる文言の変遷である８１）。

これに関する規則の改正作業を振り返ると、１９７８年規則第７３条の規定内容は１９４６

年規則第６１条１項及びそれをそのまま踏襲した１９７２年規則第６６条１項に対応して

いる。これらの規定はいずれも、仮保全措置要請の提出時期やその提出内容に関

する形式について定めたものであり、特に本稿に関係するのは仮保全措置の要請

に明記されるべき記述の内容に関する部分である。

１９７８年規則第７３条は仮保全措置の要請付託手続に関する規定で、その２項前段

は「その要請には、その理由、要請が認められなかった場合に生じ得る結果及び

７９）当事者の権利を動揺させる行為が紛争の悪化をもたらすことはいえても、その逆がいえ

るかどうかはまた別の問題だからである。See , Sztucki, Interim measures in the Hague

Court , p.７４.

８０）裁判所の設立文書に仮保全措置に関する条項がないとしても、黙示的権能理論により仮

保全措置を指示できる場合があることを指摘する見解として、s., K. Oellers―Frahm, Die

einstweilige Anordnung in der internationalen Gerichtsbarkeit ,（Springer Verlag,１９７５）,

S.１３２―１４１.

８１）PCIJ及びICJ規則の変遷について、see , Sztucki, Interim Measures in the Hague Court ,

pp.２８―３４.
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要請する措置を明示しなければならない８２）」と述べている。これに対して、この

部分に対応する１９４６年規則第６１条１項後段は次のように規定されていた。すなわ

ち、「その要請には、当該要請が関係する事件、保全されるべき権利及びその指

示が提議される仮保全措置を明示しなければならない８３）」と。つまり、１９４６年規

則では「保全されるべき権利」とされていた部分が、１９７８年規則になると「要請

が認められなかった場合に生じ得る結果」と修正されているのである。従ってこ

うした文言の変更が仮保全措置制度にとって、特に仮保全措置の目的にとってい

かなる意義を有することになったのかが問われることになる。

ロゼンヌによると、こうした表現の変更は一見したところ裁判所規程から幾分

離れるように見えるが、実際には、「裁判所は、事情によって必要と認めるとき

には」という裁判所規程第４１条の文言により近い手続をもたらしているという。

裁判所は、漁業管轄権事件やニカラグア事件においてみられたように、常に「当

８２）英文及び仏文テキストは、“The request shall specify the reasons therefor, the possible

consequences if it is not granted, and the measures requested.”“La demande indique les

motifs sur lesquels elle se fonde, les conséquences éventuelles de son rejet et les me-

sures sollicitées.”See , Rosenne （comp. & ed.）, Documents on the International Court

of Justice , pp.２５２―２５３.

８３）“The request shall specify the case to which it relates, the rights to be protected and

the interim measures of which the indication is proposed.”“Elle spécifie quelle est cette

affaire, quels sont les droits dont la conservation serait a` assurer et quelles sont les me-

sures conservatoires dont l’indication est proposée.”Ibid ., pp.１７０―１７１. この文言は１９３６

年PCIJ規則第６１条１項後段と同一である。なお１９２２年及び１９２６年PCIJ規則では当事者のそ

れぞれの権利の保全がその目的として明記されていたが、１９３１年規則ではこれが削除され、

３６年規則で再び「保全されるべき権利」という文言により当事国の権利への言及が行われ

た。３１年規則から３６年規則への改正については、see , M.O. Hudson, The Permanent

Court of International Justice ,１９２０―１９４２,（The Macmillan Company,１９４３）, pp.２９０―２９２.

８４）S. Rosenne, The Law and Practice of the International Court,１９２０―１９９６, vol. III ,（Mar-

tinus Nijhoff,１９９７）, p.１４２６.
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事者の権利保全」という要因を重要視してきたというのがその理由である８４）。し

かし同じ箇所でロゼンヌ自らも認めているように、カメルーン対ナイジェリア事

件では争われている主権の権利概念が拡大して係争地内における人命の保護を含

むようになっている。その他、「当事者の権利保全」そのものを仮保全措置指示

のための重要なメルクマールとする基準から離れた裁判所の実行が多くなってき

たのが１９７８年の規則改正以降であることも注目される事実である。もちろん、

１９７８年のこうした規則改正が仮保全措置の目的の拡大を直接促すほど裁判所の姿

勢に強いインパクトを与えたということまでは断定することができない。また逆

に、裁判所規程に定められた「狭い」目的を越える実行が実際に積み重なった結

果として、こうした規則改正が行われたわけでもないようにみえる８５）。

もっとも、「保全されるべき権利」を要請が認められなかった場合に「生じ得

る結果」という語句に置き換えたことは、これまでの裁判所の活動を反映したも

のであると同時に、核実験事件命令における多数意見の理由付けの反映でもある

ことを示唆する見解もある８６）。要請国側の本案申立内容にあるような要請国内へ

の放射性物質の落下が領域主権の侵害を引き起こすという抽象的な権利侵害の主

８５）１９７８年改正までは、要請の提出時期、その形式もしくは内容について問題は生じていな

かった。１９７２年規則第６６条１項も現行規則第７３条もそれまでの実行を成文化したにすぎず、

何も新たに付け加えられはしなかったという主張（Guyomar, op. cit ., p.４７０.）は目的の点

で裁判所規程と裁判所規則の一致を踏まえてのものである。また当時ICJ判事として規則

の改正作業に携わったラックスが１９７８年改正規則について著した論文で、仮保全措置につ

いては安保理への通知と履行に関する情報に関する第７７条及び第７８条しか言及していない

ことからも、第７３条２項の該当部分の修正は裁判所内部でも従前の規則から大きな変化と

考えられていなかったことが推察される。M. Lachs,“The Revised Procedure of the In-

ternational Court of Justice”, in F. Kalshoven et al .（eds.）, Essays on the Development

of the International Legal Order, in memory of Haro F. van Panhuys ,（Sijthoff & Noord-

hoff,１９８０）, p.４１.

８６）Stzucki, Interim Measures in the Hague Court , p.３４.
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張よりも、その結果により人体や環境への影響が起こりうるといった人道的側面

とその不可逆的結果への懸念を裁判所が強調したのだとすれば、その後「要請が

認められなかった場合に生じ得る結果」という文言にすることにより、仮保全措

置指示の是非に関してより適切な判断材料を裁判所に提供することが可能となっ

たといえるかもしれない。ただこの事件の場合、要請国が侵害されると主張して

いる権利の存在自体が被要請国により争われているということにも注意を要する

であろう８７）。

さらに仮に上記のような１９７８年規則改正が、結果として仮保全措置の目的を拡

大させる場合には好意的な解釈基準を提供することになったとしても、この規則

改正とは別個に裁判所が仮保全措置目的の拡大を意図した理由があらためて問わ

れる必要がある。その際に注目されるべきは当時における裁判所の活動とその外

的環境との関係であろう。前章で確認したように、仮保全措置の目的が拡大して

いった時期は１９８０年代後半から９０年代であり、その当時に裁判所が置かれていた

状況を検討しなければならない。事件の係属件数が少なかった７０年代を過ぎ、８０

年代に入って比較的多く裁判所に事件が係属するようになって以降、これらの紛

争についてその性質決定に関する裁判所の立場が理論的に展開していったこと、

その際に紛争処理における裁判所自身の役割についても議論が深められていった

ことなどからは、この問題について若干の示唆が得られるように思われる。

!２ 付託される紛争の性質と裁判所の対応

"イ 最近の紛争の特徴と裁判可能性の問題

１９６６年の南西アフリカ事件判決（第二段階）を契機として主にアジア・アフリ

カ諸国が裁判官の構成や適用法規などの面でICJに対する不信感を増幅させ、ICJ

８７）J.―P. Cot,“Affaires des essais nucléaires（Australie c／France et Nouvelle Zélande c／

France）, Demandes en indication des mesures conservatoires ordonnances du ２２ juin

１９７３”, A.F.D.I ., tome XIX（１９７３）, p.２６５.
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は「国際裁判の凋落」と呼ばれる時代を迎えた８８）。しかしその後、裁判所の任務

に関する議論に基づき様々な制度上の改革を実際に行うことにより８９）、そしてま

た国際社会における対世的義務の存在の確認（バルセロナ・トラクション事件（第

二段階））や、非植民地化プロセスにおける自決の原則の確立（ナミビア事件、

西サハラ事件）など現代の国際社会における価値の具現化としての国際法の発展

を判例により押し進めることで、裁判所は特に国際社会の多数を占めるアジア・

アフリカ諸国から失われた信頼を再び取り戻す努力に腐心してきた９０）。もとより

司法裁判に対する消極姿勢はアジア・アフリカ諸国に限られるものではなく、ま

たこれを直接の理由として裁判所への事件の付託数が急激に増加したわけでもな

い９１）。しかし特別裁判部の活性化や衡平原則の適用などいわゆる裁判所の「仲裁

８８）太寿堂鼎「国際裁判の凋落とアジア・アフリカ諸国」『法学論叢』第８９巻６号（１９７１年）

１―２頁。

８９）当時におけるICJ機能改革の議論の一例として、see , L. Gross,“The International Court

of Justice: Consideration of Requirements for Enhancing its Role in the Internnational Le-

gal Order”, A.J.I.L ., vol.６５（１９７１）, pp.２５３―３２６.

９０）I.C.J. Reports１９７０, pp.４ff; I.C.J. Reports１９７１, pp.１６ff; I.C.J. Reports１９７５, pp.３ff. そ

の後の判例の動向を検討すると、南西アフリカ事件（第二段階）判決がむしろ特殊であっ

たという指摘として、see , J. Crawford,“The General Assembly, the International Court

and Self―determination”, in V. Lowe & M. Fitzmaurice, op. cit ., pp.５８７―５９７. ただ核実験

事件のように裁判所の自制という側面がみられる事例もあり、その意味で７０年代は裁判所

内部において司法積極主義と消極主義の間に一定のバランスが保たれていたという評価も

ある。See , E. McWhinney, The International Court of Justice and the Western Tradi-

tion of International Law（Martinus Nijhoff,１９８７）, pp.７２―７３.

９１）杉原高嶺「国際裁判の地位と機能」広部和也、田中忠編『山本草二先生還暦記念 国際

法と国内法―国際公益の展開』（勁草書房、１９９１年）５１６―５２２頁。

９２）もっともそうしたICJの「仲裁裁判化」の傾向自体に対しては、国際法の司法機関とし

てのICJの役割を阻害するとして批判する見解もある。Voir , G. Abi―Saab,“De l’évolution

de la Cour internationale réflexions sur quelques tendances récente”, R.G.D.I.P ., tome９６

（１９９２）, pp.２８４―２９３.
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裁判化」傾向が進む一方で９２）、裁判所が実際の紛争解決において果たす司法機能

の役割にあらためて期待が集まるようになったことは事実であろう。注目される

のは、こうした危機を教訓として国連システムや国家、さらには国際世論との関

係を強化し、国連憲章の諸原則を強調する裁判所の姿勢とともに９３）、そのような

状況の下で付託された最近の紛争の性質内容と、それに対する裁判所の積極的な

紛争処理の対応とその際の理論的枠組みの展開である。

これまで本案請求とともに仮保全措置がICJに要請された事件は、国境紛争事

件を除けば、そのすべてが一方的付託により、主として裁判所規程第３６条２項、

あるいは外交・領事関係条約やジェノサイド条約などの裁判条項に基づいて裁判

所に係属したものであった。従って、これらは当事国による要請において、紛争

の類型という点からすると、「法律的紛争」あるいは関連する「条約の解釈又は

適用から生じる紛争」に該当するものとみることもできる。しかし他面において、

前章で検討してきた事例も含め、特に８０年代以降に裁判所に付託された紛争の多

くは、そうした法律的紛争の側面のみならず、政治性の強い環境で生じたもので

あった。しかも、当事国間における軍事衝突、国際化された内戦における武力行

使やその過程での暴力行為、特定の個人に向けられた暴力行為や国際テロリズム、

さらには一方当事国に対する爆撃行為など様々なかたちでなされた力の行使と

いった要素を有していたり、ジェノサイドや死刑問題といった人権・人道上の観

点からの判断を迫る側面をそこにみることができる紛争でもあったのである。

ところで仮保全段階の場合、判例上は、本案管轄権が一応（prima facie ）存

９３）G. Abi―Saab,“Cours général de droit international public”, R.C.A.D.I ., tome２０７（１９８７―

VII）, pp.２５５―２５８.

９４）その具体的内容について、杉原高嶺『国際裁判の研究』（有斐閣、１９８５年）２４６―２４７頁参

照。なお武力行使の合法性に関する事件でICJは初めてprima facie に管轄権がないことを

理由として原告国ユーゴーの仮保全措置指示要請を却下した。この点について詳しくは、

国際司法裁判所判例研究会「武力行使の合法性に関する事件―仮保全措置の申請―」（酒

井啓亘執筆）『国際法外交雑誌』第１００巻１号（２００１年）６０―６２頁参照。
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在していることが事件審理についての要件になる９４）。従ってこうした事件におい

て当事国間で「法律的紛争」が存在していたか、それがいわゆる「裁判可能な紛

争」であるかどうかということが仮保全措置の指示命令にあたっては問題となり

得る余地がある９５）。こうした点との関連では、法律的紛争のみが裁判可能であり、

それ以外の非法律的ないし政治的紛争は裁判不能であると伝統的に主張されてき

た政治的紛争論の議論も提起され得たかもしれない９６）。

しかしICJは、その設置当初から、たとえば武力行使が関係する紛争を自らが

処理しうることを一貫して示してきた９７）。それは、武力行使の問題が主たる紛争

主題に付随するものである場合でも、武力行使そのものが紛争主題となり、その

合法性が争われた事例においても等しく当てはまる９８）。従ってその面だけをみれ

ば、管轄権が一応存在することが認められた場合、上記の事件について裁判所が

少なくとも仮保全段階で何らかの判断を下してきたこと自体には疑問となる点は

みられない。ただ他方においては、裁判所内では、政治性の強い紛争に対して司

９５）この点はいわゆる「受理可能性」の問題に入るかもしれない。なおカメルーン対ナイジェ

リア事件で裁判所は初めて仮保全段階での「一応の」受理可能性について言及した。I.C.J.

Reports１９９６, p.２１, para.３３.

９６）たとえばコンゴー領域における武力活動事件仮保全命令での小田裁判官の宣言参照。

Declaration of Judge Oda, paras.４―５. なお伝統的な政治的紛争論について、山形英郎「国

際法における伝統的な政治的紛争理論の再検討」『現代法学の諸相』（法律文化社、１９９２年）

２０２―２２７頁参照。

９７）この問題については、see , O. Schachter,“Disputes Involving the Use of Force”, in L.

F. Damrosch（ed.）, The International Court of Justice at a Crossroads ,（Transnational

Publishers,１９８７）, pp.２２３―２４１.

９８）C. Greenwood,“The International Court of Justice and the Use of Force”, in V. Lowe

& M. Fitzmaurice（eds.）, Fifty Years of the International Court of Justice, Essays in hon-

our of Sir Robert Jennings（Cambridge U.P.,１９９６）, pp.３７４―３７６.

９９）この点についての概要は、杉原高嶺「国際司法裁判所と政治問題の法理」『京都大学法

学部創立百周年記念論文集』第二巻（有斐閣、１９９９年）３５１―３５５頁参照。
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法機能が有する固有の限界を主張する意見も根強く、またこれを支持する学説も、

その限界に違いはあるにせよ、少なくない９９）。しかも裁判所自身の態度にも「司

法機能」の内在的制約により、極めて政治性の強い紛争に関しては判断を回避す

る傾向があることが指摘されている１００）。

しかし裁判所は、争訟事件においても勧告的意見においても、一貫して政治問

題の法理の適用を退けてきた１０１）。それとともに注目されるのは、紛争の性質決定

における裁判所の立場として、法律的紛争と政治的紛争とを区別せず、紛争は一

般に法的側面と政治的側面を有する複合的な性質を持つものととらえていること

である。その典型的な例は在テヘラン米外交領事職員事件判決にみられ、この中

で裁判所は、外交及び領事関係条約違反という本件の問題は周辺的二次的問題で

あり、過去２５年以上にも及ぶ米国によるイラン内政への干渉などより基本的かつ

本質的な全政治的文脈と切り離して本件の問題を判断することはできないという

イランの主張を退けて、次のように述べている。「裁判所規程上も、裁判所規則

上も、紛争のある側面がいかに重要であろうと、それがあるからということだけ

で当該紛争の他の側面について裁判所が判断を控えなければならないということ

にはならない」。さらにまた「主権国家間の法律的紛争は、その性質上、政治的

文脈において生じることが多く、しばしば関係国間のより広い積年の政治的紛争

における一要素を形成するにすぎない場合がある」とした後、裁判所はしかし、

１００）古川照美「国際司法裁判所における司法判断回避の法理」『国際法外交雑誌』第８７巻２

号（１９８６年）１１３―１５９頁参照。

１０１）裁判所は事件の法的側面のみを扱いうるのであり、さらに国際紛争は政治的性格を有

するのが普通であるから、その政治性故に司法判断を拒否すべきというのは司法の役割を

侵害することになるというのが、裁判所が政治問題の抗弁を退ける主な理由である。杉原

高嶺「国際司法裁判所の司法機能の積極性と消極性」『国際法外交雑誌』第８５巻２号（１９８４

年）１０９―１１０頁。

１０２）I.C.J. Reports１９８０, pp.１９―２１, paras.３４―３７. なお裁判所はすでに前年の同事件仮保全命

令で同趣旨の見解を表明していた。I.C.J. Reports１９７９, p.１５, para.２４.
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法律的紛争にそうした側面があるとしても問題となっている法的問題の解決を裁

判所が控える必要はないことを強調している１０２）。法律的紛争と政治的紛争の二分

論に対する批判はそれ以前から主張されていたが１０３）、この事件で裁判所は明確に、

紛争には二つの側面―法的側面と政治的側面―があることを前提に、その事実を

もって裁判を拒否することはできないことを認めたのである。

この裁判所の立場はその後もニカラグア軍事活動事件や国境武力行動事件など

で踏襲されており１０４）、しかもこれらはいずれも仮保全措置が要請された事案でも

あった。またその後の仮保全命令での動向においても、裁判所が政治性の強い紛

争にも一定の判断を行う姿勢を示していることは、特に「法律的紛争」を付託条

件とした選択条項制度に対する国家の消極的姿勢を助長しかねないとする警戒感

がある一方で、これまで裁判所の利用に消極的だった国家においてその信望を集

めることに貢献したということもできるであろう１０５）。実際、アジア・アフリカ諸

国は紛争を裁判所に付託することにより、国際法に影響を与えるとともに紛争を

解決するためのみならず、自国の政策目的を実施するために裁判所を利用する姿

勢を示してきたという指摘もある１０６）。

こうした紛争の性質決定に際しての裁判所の視座の確立は、特に９０年以降のポ

スト冷戦期における安保理の活動の活性化により、政治的機関との関係において

ICJが有する国連の主要な司法機関としての地位についても、その新たな認識の

１０３）R. Higgins,“Policy Considerations and International Judicial Process”, I.C.L.Q ., vol.１７

（１９６８）, p.７４.

１０４）I.C.J. Reports１９８４, pp.４３９―４４０, para.１０５; I.C.J. Reports１９８８, p.９１, para. ５２, p. ９２,

para.５４.

１０５）H. Mosler,“Political and Justiciable Dispute: Revival of an Old Controversy？”in B.

Cheng & E.D. Brown（eds.）, Contemporary Problems of International Law, Essays in

Honour of Georg Schwarzenberger ,（Stevens,１９８８）, p.２１８.

１０６）T.D. Gill, Litigation Strategy at the International Court . A Case Study of the Nicara-

gua v. United States Dispute ,（Martinus Nijhoff,１９８９）, p.２２.
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地平を切り開くことになった。それは、次節で述べるように、制度面と規範面の

双方で確認することができ、これらがいずれも仮保全措置の目的の展開に大きく

寄与しているのである。

!ロ 国連の主要な司法機関としての地位と仮保全措置の意義

!a 仮保全段階における安保理との関係

裁判所が政治的な問題をもその法律的側面を捉えて自らの管轄権の下に置く場

合、国連の政治的機関も同じ問題を取り扱う可能性があることから、その場合に

おける両者の関係、特に国際の平和と安全に関する分野については裁判所と安保

理の関係が問題となる１０７）。

国連憲章にはこの点を規律する明示規定はないが、裁判所は判例を通じて、両

者の間の別個の、しかし補完的な役割を明確にしてきた。この点はエーゲ海大陸

棚事件仮保全命令においてすでに示唆されているが１０８）、さらに在テヘラン米外交

領事職員事件本案判決で裁判所は、安保理が裁判所の仮保全措置に言及した決議

を採択したことを受けて、両機関が同時にそれぞれの任務を遂行することは何ら

不正規なことではないという安保理理事国の認識があったことを認めつつ、裁判

所の司法機関としての役割を強調しており、ニカラグア軍事活動事件管轄権判決

ではさらに、「安保理は自らに割り当てられた政治的性質を有する機能を有する

のに対して、裁判所は純粋に司法機能を行使する。それ故両機関は同一の事件に

関してそれぞれ別個の、しかし補完的な機能を遂行するのである」と述べて、自

ら明確に裁判所と安保理の役割の協調関係を指摘している１０９）。

ただ、これらの事件はいずれも国連憲章第７章に基づく安保理の措置が関係し

１０７）こうしたICJと安保理の競合関係の問題一般については、see , D. Ciobanu,“Litispend-

ence between the International Court of Justice and the Political Organs of the United

Nations”, in L. Gross（ed.）, The Future of the International Court of Justice, vol. I

（Oceana,１９７６）, pp.２０９―２７５.

１０８）I.C.J. Reports１９７６, pp.１３―１４, paras.３７―４１.
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ない事例であり、他方憲章第７章に基づく安保理決議が直接関係する事案につい

ての裁判所の立場はこれまでの判例では幾分不明確であった感は否めない。たと

えばジェノサイド条約適用事件仮保全段階でユーゴーが憲章第７章に基づく安保

理決議の関与を理由に仮保全措置の指示に異議を唱えた際、裁判所はこの抗弁が

ジェノサイド条約の範囲を超えるものであるとしたが、それに続けて一般論とし

て裁判所は、安保理と裁判所はそれぞれ政治的機能と司法機能を行使し、同じ事

態について別個で補完的な機能を遂行すると述べてニカラグア軍事活動事件管轄

権判決を再確認している１１０）。

またこの点に関するロッカービー事件での裁判所の立場も明確ではない。この

事件で裁判所は、仮保全段階では憲章第７章に基づき採択された安保理決議７４８

の存在を理由に仮保全措置指示に必要な事情が存在しないことから指示要請を却

下し、安保理が憲章第７章に基づく決議という強制力で係属中の裁判の主題に介

入したことにより裁判所が仮保全措置の指示を控える結果となった１１１）。ところが

１０９）I.C.J. Reports１９８０, pp.２２―２３, para.４０; I.C.J. Reports１９８４, p.４３５, para.９５. さらにカメ

ルーン対ナイジェリア事件仮保全命令は、国連事務総長が派遣する事実調査団に対して全

面的に協力するよう安保理議長が両当事国に書簡で通知したことに言及し、命令主文で同

調査団への支援を求めて、国連との協力関係を重視している。See, I.C.J. Reports １９９６,

pp.２３―２４, para.４６, p.２５, para.４９（５）.

１１０）I.C.J. Reports１９９３, pp.１９―２０, para.３３. なお同事件先決的抗弁段階でユーゴーは安保理

決議の効果に基づく抗弁は提起しなかった。I.C.J. Reports１９９６, pp.６０６―６０９, para.１５.

１１１）I.C.J. Reports１９９２, pp.１４―１５, paras.３７―４１; ibid ., pp.１２５―１２７, paras.４０―４４. こうした

安保理の態度に対する批判として、杉原高嶺「同一主題に対する安全保障理事会と国際司

法裁判所の権限」杉原高嶺編『小田滋先生古稀祝賀 紛争解決の国際法』（三省堂、１９９７

年）５０３―５２６頁。

１１２）I.C.J. Reports１９９８, pp.２４―２９, paras.４０―５０; ibid ., pp.１２９―１３４, paras.３９―４９. この判決

の評釈について、国際司法裁判所判例研究会「ロッカービー航空機事故をめぐるモントリ

オール条約の解釈・適用事件―先決的抗弁―」（杉原高嶺執筆）『国際法外交雑誌』第９９巻

６号（２００１年）７５０―７６０頁参照。
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１９９８年の先決的抗弁判決では、原告国リビアによる付託が決議７４８の採択前に行

われていたこと、さらに決議７４８及び８８３の法的効果に基づく被告国（英国と米国）

の抗弁が本案と密接に関わるものであることを挙げて当該抗弁を却下している１１２）。

このため裁判所内部には仮保全命令と先決的抗弁判決の内容がこの点で矛盾をは

らんでいるという評価もあるが１１３）、ここで注目されるべきは、仮に本件紛争の付

託が決議７４３の採択後であった場合、憲章第７章により管轄権が認められない可

能性も裁判所が暗に示唆しているようにみえる点である１１４）。こうしたことから、

上記二つの事件をみる限り、少なくとも仮保全段階に関しては裁判所は安保理の

決定に明確な優先性を与えているという見解も示されている１１５）。

しかしその２年後のコンゴー領域における武力活動事件仮保全措置指示命令で

裁判所は、憲章第７章に基づく安保理決議が直接関係する事件でも仮保全措置の

指示は妨げられないことを初めて明確に示した。すなわちコンゴー領域内におけ

る紛争当事者の敵対行為の中止などを求めて憲章第７章に基づき採択された安保

理決議１３０４の内容がコンゴーによる仮保全措置の申請内容と同一であることから

同要請は受理不能であるとしたウガンダの主張を退け、同決議が裁判所の活動を

１１３）Dissenting Opinion of President Schwebel, ibid ., p.６９; ibid ., p.１６０.

１１４）J. ―M. Sorel,“Les arre^ts de la C.I.J. du２７février１９９８sur les exceptions préliminaires

dans les affaires dites de Lockerbie: et le suspense demeure...”, R.G.D.I.P ., tome １０２

（１９９８）, p.７１３.

１１５）Rosenne, The Law and Practice of the International Court,１９２０―１９９６, Vol. I , p.１０８.

１１６）Case concerning Armed Activities on the Territory of the Congo（１ July２０００, Or-

der ）, paras. ３５―３７. なおここで裁判所がコンゴーにより要請された仮保全措置の内容に優

先するかたちで安保理決議１３０４に言及している点を重視する見解として、see , D. Krit-

siotis,“Armed Activities on the Territory of the Congo（Democratic Republic of the

Congo v. Uganda）: Provisional Measures”, I.C.L.Q ., vol.５０（２００１）, p.６６９. Voir aussi , H.

Ruiz Fabri et J.― M.Sorel,“Chronique de jurisprudence de la Cour internationale de Jus-

tice（２０００）”, J.D.I., tome１２８（２００１）, p.８９７.
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妨げるものではないとするとともに、前記ジェノサイド条約適用事件仮保全命令

に言及して再び安保理と裁判所の関係を確認したのである１１６）。

もっともこの事件は、問題となった安保理決議の内容が要請された仮保全措置

の内容とそれほど矛盾しないものであったという点でロッカービー事件とは性格

を異にするものといわなければならない。従って安保理決議と要請される仮保全

措置の内容との関係で裁判所の判断が異なりうるのだとすれば、この事例から憲

章第７章に基づく安保理決議に対する裁判所の立場を一般化することは困難であ

ろう。しかし少なくとも以上の事例と併せて読めば、憲章第７章に基づく安保理

決議が付託された紛争に関係しているという事実だけでは、裁判所が仮保全措置

指示の是非に関して自らの判断を差し控える正当な理由にならないということは

確認できるように思われる１１７）。

このように、国際の平和と安全の分野において裁判所は、制度面では自らを安

保理と別個のかつ補完的な機能を行使するように関係づけており、このことは当

該分野における自らの役割を国連システムの枠の中で統合的に果たすことを確認

するものでもあった１１８）。そしてこれにより、法律的紛争の解決にとどまらない最

１１７）この点でのロッカービー事件仮保全命令の意義について、see , T. Sugihara,“The Judi-

cial Function of the International Court of Justice with Respect to Disputes Involving

Highly Political Issues”, in A.S. Muller et al .（eds.）, The International Court of Justice .

Its Future Role After Fifty Years ,（Martinus Nijhoff,１９９７）, p.１２７.

１１８）A. Pellet,“Le glaive et la balance. Remarques sur le ro^le de la C.I.J. en matie`re de

maintien de la paix et de la sécurité internationales”, in Y. Dinstein（ed.）op. cit., p.

５６３. See also , Rosenne, The Law and Practice of the International Court,１９２０―１９９６, Vol.

I , p.１９８.

１１９）なおPCIJは１９２９年の自由地帯事件命令において、当事国間における紛争の友好的解決

との関係で司法的解決を位置づける視点を示唆していた。P.C.I.J., Series A, No.２２, p.１３.

１２０）R. Ranjeva,“La prescription par la Cour internationale de Justice de mesures conser-

vatoires a` portée militaire”, in E. Yakpo & T. Boumedra（eds.）, Liber Amicorum―Mo-

hammed Bedjaoui ,（Kluwer Law International,１９９９）, p.４５３.
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終的な政治的合意による「平和」を達成するために安保理との関係で裁判所がい

かなる措置を執りうるかという視点が創出されたのである１１９）。本稿で注目してき

た仮保全措置の目的の拡大傾向の中でも、特に「紛争の悪化防止」を目的とした

仮保全措置の指示権限は、安保理との関係において裁判所がこの分野における責

任の自律性を発展させる過程で強化されてきたものであり１２０）、こうした目的の措

置は統合的なアプローチを通じて紛争解決プロセスにあらためて位置づけられう

ることになったということができるであろう１２１）。

!b 裁判所による紛争解決と「平和」との関係

制度的側面において裁判所は安保理と別個でかつ補完的な役割を果たす立場に

自らを置いているが、このことは規範的側面において両者が排他的な関係に立

つと裁判所がみなしていることを必ずしも意味するものではない。むしろ現実に

は安保理の判断がかなりの程度において裁判所に影響を与える結果となっている。

もちろん裁判所が国連の主要な機関であるとともにその司法機関でもある以上、

国連の政治的機関の決議が示す「傾向」に注目するのは、ある意味では当然であ

ろう１２２）。たとえば国連憲章第７章に基づく集団的措置によって国連加盟国に課さ

１２１）A.G. Koroma,“Provisional Measures in Dispute between African States before the In-

ternational Court of Justice”, in L. Boisson de Chazournes & V. Gowlland―Debbas（eds.）,

International Legal System in Quest of Equity and Universality. Liber Amicorum

Georges Abi―Saab（Kluwer Law International,２００１）, pp.５９９―６０１. これは安保理との関係

だけでなく、国境紛争事件のように、他の国際機構による紛争解決プロセス、さらには紛

争当事国間の交渉プロセスとの関係でも等しく当てはまることである。See, I.C.J. Reports

１９８６, pp. １１―１２, paras. ２４―２７. また仮保全措置は指示されなかった大ベルト海峡事件命令

も紛争当事者間の交渉促進の観点から評価することができる。See, I.C.J. Reports １９９１, p.

２０, para.３５.

１２２）“Rapport présenté par le Professor Alain Pellet”, in C. Peck & R.S. Lee（eds.）, In-

creasing the Effectiveness of the International Court of Justice ,（Martinus Nijhoff,１９９７）,

p.２４３.
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れる義務が憲章第１０３条により条約上もしくは一般国際法上の義務に優先するこ

とから、当該事件の法的判断に際してそれが裁判所に影響を及ぼしうることを想

起すれば１２３）、安保理の決定がその法的効果という側面で裁判所に大きな影響を与

えることは容易に理解されうる１２４）。

それと同時に見逃してはならないのは、特にポスト冷戦期には安保理の決議に

より示される「傾向」が紛争処理方法などの手続的側面のみならず、実体的規範

内容や「平和」概念をめぐるその認識の変化を表している場合、裁判所はこれに

ある程度反応してきたようにみえることである。もとよりそのような対応は冷戦

期においても確認することができる。たとえば、国連総会を中心とする６０年代の

非植民地化の流れに逆行するかたちとなった南西アフリカ事件判決（第二段階）

に対して国際社会から強い批判がわきあがり、これを考慮したかのように、ナミ

ビア事件、西サハラ事件など法的な観点から非植民地化プロセスを支援する判例

が７０年代に現れたのはその好例である１２５）。

しかし国連憲章第３９条の「平和に対する脅威」概念の拡大に端的にみられるよ

うに、国連機関がともに追求すべき主要な目標とされる「平和」の内実（あるい

１２３）実際にロッカービー事件仮保全命令で裁判所は、憲章第７章に基づく安保理決議７４８の

法的効果については確定的な判断は控えたものの、憲章第１０３条によりモントリオール条

約上の義務に優先することを挙げ、同条約上の権利を仮保全措置により保護することは不

適当だとしてリビアの指示要請を却下している。I.C.J. Reports１９９２, p.１５, paras. ３９―４０;

ibid ., pp.１２６―１２７, paras.４２―４３.

１２４）C. Greenwood,“The Impact of Decisions and Resolutions of the Security Council on

the International Court of Justice”, in W.P. Heere（ed.）, International Law and The

Hague’s７５０th Anniversary（T.M.C. Asser Press,１９９９）, p.８４.

１２５）裁判所は最終的には東チモール事件判決で人民の自決権を対世的な性格と位置づけた。

I.C.J. Reports １９９５, p. １０２, para. ２９. See also , A. Cassese,“The International Court of

Justice and the Right of Peoples to Self―determination”, in V. Lowe & M. Fitzmaurice,

op. cit ., pp.３５１―３６３.

１２６）Note by the President of the Security Council, U.N. Doc. S／２３５００.
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はその裏面となる「平和に対する脅威」概念）が著しく豊富化されてきたのは９０

年代に入ってからのことであった。それを明確に物語る１９９２年の安保理サミット

で採択された議長声明においては、国際の安全と平和は単に戦争や武力紛争が存

在しないということではなく、「経済的、社会的、人道的及び生態的分野におけ

る不安定さ」に起因する非軍事的な「平和に対する脅威」も存在するとされてお

り１２６）、さらにまたその後に採択された一連の安保理決議の中には人道上の悲劇や

国際人道法違反、人権侵害自体を「平和に対する脅威」とみなすものも現れてい

る１２７）。もちろん、安保理サミット宣言は政治的文書であるため比較的広範に「脅

威」概念を定めていることは否定できず、また国際人道法などに基づく国際義務

の違反が常に「脅威」を構成するかどうかについても疑わしいが１２８）、裁判所は、

国連という政治的システムの枠組みに基づいて紛争解決に関する司法機能を行使

する以上、この機関の下で披瀝された上記の政治的見解の中で顕現する「平和」

という価値概念の内実に、一定の配慮を払うようになるのは特段奇異なことでは

ないであろう１２９）。

他方、個人の権利の保護という観点から裁判所の活動をみた場合、これを目的

とした仮保全措置や判決、勧告的意見は過去にもすでにみられ、またこれまで

PCIJ及びICJには個人の権利に関わる事件が係属しなかったわけではなく、逆に

１２７）憲章第３９条の「平和に対する脅威」概念の拡大については、voir , J. ―M. Sorel, “L’

élargissement de la notion de menace contre la paix”, dans S.F.D.I. (ed．）, Le chaptre

VII de la Charte des Nations Unies ,（Édition A. Pedone, １９９５）, pp. ３―５７; I. Österdahl,

Threat to the Peace . The Interpretation by the Security Council of Article３９of the UN

Charter ,（Iustus Förlag,１９９８）.

１２８）G. Gaja,“Réflexions sur le ro^le du Conseil de securité dans le nouvel ordre mondial.

A` propos des rapports entre maintien de la paix et crimes internationaux des États”, R.

G.D.I.P ., tome９７（１９９３）, pp.３０１,３０６.

１２９）V. Gowlland―Debbas,“Judicial Insights into Fundamental Values and Interests of the

International Community”, in A.S. Muller et al .（eds．）, op. cit ., pp.３６２―３６３.
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裁判所は判例を通じて個人の権利の発展に大きく寄与してきたという評価さえあ

る１３０）。しかし最近の仮保全措置の事例における顕著な特徴は、裁判所が国家間紛

争の解決という武力衝突のない「平和」を追求するだけでなく、その背後にある

「人」の存在を強く意識し、人権も含めたそれ自身の権利を認め保護していく傾

向がみられるということにあるといえるであろう１３１）。これは、特に国際人道法の

分野において個人の刑事責任を国際社会が国際法を通じて問う傾向にも現れてい

るように１３２）、これまで国家の陰に隠れていた国際社会における「人」を国際法が

前景に押し出す流れを反映したものであり、国家間紛争を主として扱うICJが、

部分的にせよ、この傾向を考慮していることを示すものでもある。

以上のように、９０年代に付託された多くの事件で武力紛争下の人権侵害や人道

問題が主題の一部を構成していたことからみても、特に緊急性を有する仮保全段

階において、国家間紛争でありながら個人の権利保護に裁判所が関わる傾向が生

じているのは、国連の政治的機関で表明されている国際社会における価値の内実

とその展開を反映しているとみることができる。もちろん、そうした国際社会に

おける価値の内実が国際法の実定規範に明確に反映されている場合には、伝統的

な法実証主義の立場からは、法適用機関として裁判所は当該法規範を具体的事実

に適用して法的評価を行えば足りるであろう。問題はそうした価値概念の展開が

１３０）S. Schwebel,“Human Rights in the World Court”, in R.S. Pathak & D.P. Dhokalia

（eds．）, International Law in Transition, Essays in Memory of Judge Nagendra Singh ,

（Lancers Book, １９９２）, pp. ２６７―２９０. なおPCIJ及びICJ初期の判例における仮保全措置のほ

とんどが個人や法人の自由や財産に関わるものであるという指摘について、See , B.H.

Oxman,“Jurisdiction and the Power to Indicate Provisional Measures”, in L.F. Dam-

rosch（ed.）, op. cit ., p.３２８.

１３１）R. Higgins,“Interim Measures for the Protection of Human Rights”, Columbia J.Tran-

snational L ., vol.３６（１９９７）, p.１０８.

１３２）A. Cassese,“On the Current Trends towards Criminal Prosecution and Punishment of

Breaches of International Humanitarian Law”, E.J.I.L ., vol.９（１９９８）, pp.２―１７.
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国際社会で明確ではない場合、あるいはそれが確定する途中にある段階に依然と

してとどまる場合、裁判所はそのようなハードケースにおいていかなる役割を有

しうるかという点にある。この点で、仮保全段階における裁判所の判断過程では、

措置指示の緊急性、回復しがたい損害を受けうる権利の内実などを勘案する際に、

裁判所規則第７５条に基づく職権による指示のように１３３）、裁判所に対して一定程度

の裁量権が認められていることが重要となる。ここでは深く検討はできないが、

裁判所は国際社会が求める価値を考慮し、法原理の対立が問題となればこれらを

比較衡量するなどして、その決定に国際社会が現在希求している価値をある程度

反映させることを常に求められており１３４）、仮保全措置の指示に関してもまたそう

１３３）裁判所規則第７５条については、カメルーン対ナイジェリア事件で職権による命令と紛

争の悪化防止が結びつけられていたが（Ranjeva, op. cit ., pp. ４５４―４５５.）、その後も裁判所

は、ラグラン事件で同条１項に基づき口頭手続を省略したり（I.C.J. Reports １９９９, p. １４,

para. ２１.）、コンゴー領域における武力活動事件では、同条１項に基づき措置の指示を必要

とする事情の検討を決定するとともに、同条２項で当事者の要請とは別に指示内容を決定

できるとしている（Case concerning Armed Activities on the Territory of the Congo（１

July２０００, Order ）, paras.３８,４３.）。

１３４）核兵器使用の合法性に関する事件はこの点でのハードケースということができる。See ,

P. ―M. Dupuy,“Between the Individual and the State: International Law at a Cross-

roads？”in L. Boisson de Chazournes & P. Sands（eds.）, op.cit., p.４６１.

１３５）たとえば２０００年４月１１日の逮捕状事件では、１９９３年ベルギー法に基づき１９９８年以後の

コンゴー（民）国内の戦闘行為について狭義の戦争犯罪及び人道に対する罪でベルギー予

審判事がコンゴー（民）外相（当時）の拘留とベルギーへの引渡を求めた国際逮捕状を発

出したのに対して、コンゴー（民）がその即時取消を求める仮保全措置の指示を要請し、

裁判所は緊急性の欠如を理由にこの措置要請を却下したが、この事件の背後には、実際に

は、他国国内法では侵害されえないとする国家主権の原理と、人道に対する罪に対する個

人責任の追及を目的とした普遍的管轄権の原理が対峙していたとも考えられる。See, Case

concerning the Arrest Warrant of１１April２０００（８Dec.２０００, Order）, para. １９,２４. See

also, Declaration of Judge Van den Wyngaert, para. ３.
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した要請に応えることが求められているものと推測することはできるのではなか

ろうか１３５）。

結びにかえて

国際司法裁判所の仮保全措置制度は最終的な判決に至るまでの当事者の権利保

全をその主たる目的としているが、最近の判例が示すところによれば、そうした

権利関係の現状維持のみならず、紛争の悪化防止や人権保護及び人道性の考慮と

いった側面にまでその目的を拡大している。その背景には、当事者の権利をめぐ

る法的状況が当事者間の紛争全体の悪化によって動揺することをできるだけ回避

すべきという実際上の要請が司法機能の行使に際して存在することは否定できな

い。しかし同時に、裁判所がとりわけ最近の事例において、付託される紛争の性

質に対応して司法機能を行使することを求められ、他の機関との関係―主として

安保理との関係において自らの役割を特定する機会が増えたこともまた、紛争解

決プロセスにおける仮保全措置の位置づけを捉え直す契機となり、結果として仮

保全措置の目的が展開する触媒として作用したということもいえるであろう。

このような安保理との共働関係は、制度面では司法機能と政治的機能の別個で

かつ補完的な作用を伴うものとして把握され、他方、規範面においては、政治的

機関による国際社会の価値実現努力と司法機関の法適用過程における具体的な価

値判断との相互作用として立ち現れる。裁判所はこの二つの側面を有する他の機

関との関係性の中で、紛争解決プロセスにおける自らの役割の「部分性」を自覚

１３６）紛争全体の解決におけるこうした司法機能の「部分性」は裁判所による交渉命令判決

にもっとも明確なかたちで現れる。この問題については、坂元茂樹「国際司法裁判所にお

ける「交渉命令判決」の再評価（二・完）」『国際法外交雑誌』第９８巻６号（２０００年）８１０―

８１９頁参照。

１３７）Rosenne, The Law and Practice of the International Court,１９２０―１９９６, vol. I , p.１５５.
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して仮保全措置指示権限を司法機能に還元するとともに１３６）、規範適用プロセスで

は国際社会における価値概念の明確化にコミットし、仮保全措置を指示すること

によってその実現を支援しているのであり、この具体的な結果が仮保全措置の目

的の拡大というかたちで提示されることになるのである。

しかし、仮保全段階におけるこうした制度面及び規範面での裁判所の役割の展

開はそれぞれにおいて別の問題を孕むことにもなる。たとえば、裁判所と安保理

の間でそれぞれの機能が同時にかつ別個に作用することができたのは、裁判所が

紛争全体の法律的側面にその管轄権の行使を限定しているからだとすれば１３７）、そ

うした状況の下で可能となった仮保全措置の目的の拡大は、これまで定めてきた

自らの管轄権から裁判所の機能を大きく逸脱させることにつながるのではないか

という懸念が生じ得るであろう。また仮保全措置の目的の拡大に寄与してきたと

みられるICJの「国連の主要な司法機関」という地位も、国際社会における価値

へのコミットメントという観点からすると、国際社会における価値の内実の検討

はむしろ「国際社会の司法裁判所」としてのICJによりふさわしく１３８）、これによ

りその地位の二重性が相対化されることになるのではないかという疑問も生まれ

てくる１３９）。これらはいずれも、紛争解決プロセスにおける裁判所の位置づけやさ

らには国際社会における国連の役割といった問題の検討を経なければ適切な回答

を得られるものではなく、従って本稿での検討範囲を遙かに超えるものといわな

ければならない。

本稿では、仮保全措置の目的の拡大現象が国際社会における裁判所の司法機能

の位置づけを再確認する必要性と密接に関わっていることが明らかにされたにす

１３８）G. Abi―Saab,“The International Court as a World Court”, in V. Lowe & M. Fitz-

maurice（eds.）, op. cit ., p.７.

１３９）ICJが有する「国連の主要な司法機関」と「国際法における司法機関」としての地位の

二重性について、see , L. Gross,“The International Court of Justice and the United Na-

tions”, R.C.A.D.I ., tome１２０（１９６７―I）, pp.４２９―４３０.
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ぎない。こうした仮保全措置の目的の拡大背景を念頭に置きつつ、裁判所の司法

機能と仮保全措置との具体的連関と、他の機関との関係における仮保全措置制度

の現代的意義について考察を加えることが次の課題となる。

（筆者は在オランダ大使館専門調査員）
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